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（別 紙） 

新 旧 対 照 表 

次表の「改正前」の部分を「改正後」欄に掲げるとおり改める（アンダーラインを付した部分は改正部分である）。 

改  正  後 改  正  前 
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第８ 納税猶予関係 
４ 贈与税・相続税の納税猶予の継続届出書 

 

第８ 納税猶予関係 
４ 贈与税・相続税の納税猶予の継続届出書 

 



第８ 納税猶予関係 
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９ 贈与税の納税猶予の継続届出書（平成７年附則第36条第３項適用分）（記載方法等） 
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10 別紙 特例農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細書（平成７年附則） 

 

 
 

                                         （資１２－５２－２－Ａ４統一） 

受 贈 者

の 氏 名

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第 10 項の規定により適用される同法による改正

前の租税特別措置法第 70 条の４第 10 項の規定による届出書の提出期限を含む事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業

年度における特例適用農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細は、次のとおりです。 

１ 届出書の提出期限を含む事業年度開始の前期の事業年度における特例農地等に係る農業経営に関する明細 

番

号 
農地等の所在地番 地目

面  積 
 

(内作付面積） 

作付期間 
 

（種類品名等） 

生 産 量 ・
飼育頭羽数

㎏（頭羽）

出 荷 量

 

㎏（頭羽）

主な出荷先（氏名・名称） 収入金額
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特 例 適 用 農 地 等 に 係 る 特 定 農 業 生 産 法 人 
の 農 業 経 営 に 関 す る 明 細 書
（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第３項適用分） 

別紙 
 
 

                                         （資１２－５２－２－Ａ４統一） 

受 贈 者

の 氏 名

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36条第 10 項の規定により適用される同法による改正

前の租税特別措置法第 70 条の４第 10 項の規定による届出書の提出期限を含む事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業

年度における特例適用農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細は、次のとおりです。 

１ 届出書の提出期限を含む事業年度開始の前期の事業年度における特例農地等に係る農業経営に関する明細 

番

号
農地等の所在地番 地目

面  積
 

(内作付面積）

作付期間
 

（種類品名等）

生 産 量 ・
飼育頭羽数

㎏（頭羽）

出 荷 量

 

㎏（頭羽）

主な出荷先（氏名・名称） 収入金額 
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付表１ 

（資１２－５２－３－Ａ４統一） 

２ 届出書の提出期限を含む事業年度開始の前々期の事業年度における特例農地等に係る農業経営に関する明細  
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農地等の所在地番 地目
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飼育頭羽数

㎏（頭羽）

出 荷 量

 

㎏（頭羽）

主な出荷先（氏名・名称） 収入金額 
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付表１ 

（資１２－５２・１０７－３－Ａ４統一）

２ 届出書の提出期限を含む事業年度開始の前々期の事業年度における特例農地等に係る農業経営に関する明細  

番

号
農地等の所在地番 地目 

面  積 
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作付期間 
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生 産 量 ・

飼育頭羽数
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（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

合

計
  

 

（      ） 

 

 

 

 

 

   



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

12 付表２ 

 

12 付表２ 

 

付表２ 

（資１２－５２－４―Ａ４統一） 

３ 届出書の提出期限を含む事業年度開始の前々々期の事業年度における特例農地等に係る農業経営に関する明細  

番

号
農地等の所在地番 地目

面   積
 

(内作付面積）

作付期間
 

（種類品名等）

生 産 量 ・
飼育頭羽数
㎏（頭羽）

出 荷 量
 

㎏（頭羽）

主な出荷先（氏名・名称） 収入金額 

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 
   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

   
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

～ 

（      ）

 

 

 

   

  
 

（      ）

） 

 

 

 

   

付表２ 

（資１２－５２・１０７－４―Ａ４統一）

３ 届出書の提出期限を含む事業年度開始の前々々期の事業年度における特例農地等に係る農業経営に関する明細  

番

号
農地等の所在地番 地目 

面   積 
 

(内作付面積） 

作付期間 

 

（種類品名等） 

生 産 量 ・
飼育頭羽数

㎏（頭羽）

出 荷 量

 

㎏（頭羽）

主な出荷先（氏名・名称） 収入金額

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 
   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

   
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

） 

 

 

 

   



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

14 贈与税の納税猶予の継続届出書（平成17年附則） 

 

 （新規） 

 

猶予整理簿 検 算 

※ 

 

※ 

 

 

         税務署長 殿 

  平成  年  月  日               〒 

                     届出者 住所                 

                         氏名               印 

                           （電話番号   ―      ） 
 

租税特別措置法第 70 条の４第１項の規定により贈与税の納税の猶予を引き続いて受けたいので、

次に掲げる税額等について確認し、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則

第55条第14項の規定により適用される同法による改正前の租税特別措置法第70条の４第22項の規

定により関係書類を添付して届け出ます。 

贈 与 者  
氏
名 

 
住所又
は居所

 
 

届出者が贈与者から農地等を取得した年月日 （昭和・平成）    年  月  日 

 
１ 納税猶予の適用を受けた贈与税額 ………………………           円 
 
２ １のうちこの届出書の提出までに農地等を譲渡等したため、 
 既に納税の猶予が確定し納付した贈与税額…………………           円 
 
３ １のうち届出日現在において納税の猶予を受けている贈与税額 
（１－２）………………………………………………………           円 

 
４ 納税猶予の適用を受けた農地等については、平成  年  月  日に下記の特定農業生産法
人に対して使用貸借による権利の設定をし、現在もその農地等を引き続き使用させています。 

 
 所在地                       名称             
 
５ この届出書の提出期限を含む事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度における上
記の特定農業生産法人の農業経営に関する事項の概要は、別紙「特例適用農地等に係る特定農業
生産法人の農業経営に関する明細書」のとおりです。 

 
６ 使用貸借による権利の設定を受けた法人は、以下のとおり租税特別措置法施行令（平成 17 年
政令第 103 号）附則第 33条第３項に規定する特定農業生産法人です。 

 

特 定 農 業 生 産 法 人 の 区 分 □ 認定農業生産法人 □ 認定特定農業法人

届出者の特定農業生産法人における地位等
（代表権の有無） □ 有 □ 無 

（地    位） □理事 □業務執行権を有する社員 □取締役

届出者の特定農業生産法人の行う農業に従事する日数等の状況
農 業 に 従 事 す る 日 数     日 

農作業に従事する日数     日 

 

（添付書類） 

○ この届出書を提出する前３年間に特例適用農地等の異動があった場合には、その明細書 

○ 特例適用農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細書 

 

（資 12－107－１－A4 統一） 

関与税理士 印 電話番号  

贈 与 税 の 納 税 猶 予 の 継 続 届 出 書
（ 所 得 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 17 年 

法律第 21 号）附則第 55 条第３項又は第５項適用分）

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

14 贈与税の納税猶予の継続届出書（平成17年附則）（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等  

 

 所得税法等の一部を改正する法律（平成 17年法律第 21 号）附則（以下「法附則」といいます。）

第 55 条第３項又は第５項に規定する届出書を提出した人は、贈与税の申告書の提出期限の翌日か

ら起算して３年を経過するごとの日までに、引き続いて贈与税の納税猶予の特例の適用を受けたい

旨並びに法附則第 55 条第３項又は第５項の規定の適用を受ける農地等又は借受代替農地等に係る

特定農業生産法人の農業経営に関する事項及び当該農業生産法人が一定の要件を満たす特定農業

生産法人に該当する事実の明細を税務署長に提出しなければならないこととなっています。この届

出書は、そのために使用してください。 

（注）特例適用農地等の全部を租税特別措置法第 70 条の４第１項に規定する担保に供している人

のうち継続届出書の提出を免除されている人であっても、法附則第 55 条第３項又は第５項の

規定の適用を受けた場合には、この継続届出書を提出する必要がありますのでご注意ください

この場合、この継続届出書は、同条第３項又は第５項に規定する届出書の提出期限の翌日から

起算して３年を経過するごとの日までに提出してください。 

 

１ この届出書を提出する際は、別紙「特例適用農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関す

る明細書」も併せて提出してください。 

２ 「特定農業生産法人の区分」欄は、当該法人が、租税特別措置法施行令（平成 17 年政令第 103

号）附則第 33 条第３項第１号イに規定する農業生産法人である場合には、「認定農業生産法人」

の□にレ印を記入してください。また、当該法人が、同号ロに規定する農業生産法人である場合

には、「認定特定農業法人」の□にレ印を記入してください。 

３ 「届出者の特定農業生産法人における地位等｣欄は、届出者が特定農業生産法人の代表権を有

しているか否か及び理事等に就任しているか否かについて該当するものの□にレ印を記入して

ください。 

４ この届出書を提出する前３年間に特例適用農地等の異動があった場合には、別途、「特例農地

等の異動の明細書」を提出してください。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

15 別紙 特例適用農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細書（平成17年附則） 

 

 （新規） 

 

 
 

                                        （資１２－１０７－２－Ａ４統一） 

受 贈 者

の 氏 名

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 14 項の規定により適用される同法による改正前

の租税特別措置法第 70 条の４第 22 項の規定による届出書の提出期限を含む事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年

度における農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細は次のとおりです。 

１ 届出書の提出期限を含む事業年度開始の前期の事業年度における農地等に係る農業経営に関する明細 

番

号
農地等の所在地番 地目 

面  積 
 

(内作付面積） 

作付期間 
 

（種類品名等） 

生 産 量 ・
飼育頭羽数

㎏（頭羽）

出 荷 量

 

㎏（頭羽）

主な出荷先（氏名・名称） 収入金額

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

  
 

（      ） 

～ 

（      ） 

 

 

 

   

合

計
  

 

（      ） 

 

 

 

 

 

   

特 例 適 用 農 地 等 に 係 る 特 定 農 業 生 産 法 人 
の 農 業 経 営 に 関 す る 明 細 書
（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項又は第５項適用分） 

別紙 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

15 別紙 特例適用農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細書 

(平成17年附則）(記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等  

 

この明細書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項又

は第５項に規定する届出書を提出した人が、贈与税の申告書の提出期限の翌日から起算して３年を経

過するごとの日までに、引き続いて贈与税の納税猶予の特例の適用を受けたい旨等の届出を税務署長

に提出する際に、届出書の提出期限を含む事業年度開始の日前３年以内に開始した各事業年度におけ

る農地等に係る特定農業生産法人の農業経営に関する明細を税務署長に届け出るときに使用してく

ださい。 

 

１ この明細書は、継続届出書に添付して提出してください。 

２ 「番号｣欄は、１筆の農地又は採草放牧地ごとに番号を付してください。 

３ 「農地等の所在地番」欄は、登記簿上の表示に従って地番まで記載してください。 

４ 「面積（内作付面積）」欄は、その農地等の面積及びその内作付している面積を記載してくださ

い。 

５ 「作付期間（種類品名等）」欄は、１筆の農地又は採草放牧地について、１年間で複数の作物等

の生産をしている場合は、例えば、「１月～３月」（○○）、「４月～６月」（○○）等と具体的に記

載してください。 

６ 「収入金額」欄は、所得税（住民税）の申告における収入金額を記載してください。 

なお、各筆ごとの収入金額を算出することが困難な場合には、生産量等によりあん分して差し支

えありません。 

（注）所得税（住民税）の申告における収入金額が不明な場合には、販売金額と家事（家業）消費

金額及び受取共済金等の雑収入の合計額を記載してください。 

７ 作付期間や作付の種類などからみて、１筆の農地又は採草放牧地ごとに記載することが困難な場

合には、例えば、○○市○○地区といった所在地単位にまとめて記載して差し支えありません。

なお、この場合の「農地等の所在地番」欄は、代表的な所在地番を記載し、「ほか○○筆」とい

うように記載してください。 

 

 

 

 



第８ 納税猶予関係 

改  正  後 改  正  前 

 

16 別紙 特例農地等の異動の明細書（平成17年附則） 

 

 

 （新規） 

 

別 紙 

(資 12－107－5－Ａ4統一) 

猶 予整理 簿 検  算 特 例 農 地 等 の 異 動 の 明 細 書 

（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年 

法律第 21 号）附則第 55 条第３項又は第５項適用分）

受 贈 者  

の 氏 名  

 

※ ※ 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 号第 14 項の規定によ

り適用される同法による改正前の租税特別措置法第 70 条の４第 22 項の規定による届出書の提

出期限前３年間における特例農地等の異動の明細は、次のとおりです。 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地目等 面 積 贈 与 価 額 

譲 渡 等 の 

年 月 日 

態 様 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

・  ・ 
     

 

※
欄
に
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

16 別紙 特例農地等の異動の明細書（平成17年附則）（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

記 載 方 法 等 

 

 

この明細書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３

項又は第５項の規定の適用を受ける人が、継続届出書の提出期限前３年の間に使用貸借による

権利の設定をした農地等に異動があった場合にその異動等の明細を記載するときに使用してく

ださい。 

 

１ 「地目等」欄は、特例農地等の地目等に応じ、田、畑、採草放牧地、準農地、一時的道路

用地等と記載してください。 

 なお、特例農地等が耕作権である場合には、「（耕作権）」と併記してください。 

２ 「贈与価額」欄は、農地等の価額を贈与税の申告書により記載してください。 

３ 「譲渡等の年月日・態様」欄は、譲渡等又は買取りの申出等の年月日を記載するとともに、

譲渡等又は買取りの申出等の態様に応じ、譲渡、贈与、転用、設定、消滅、買取りの申出等

に伴う譲渡等と記載してください。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

17 特定転用の継続届出書（記載方法等） 

 

17 特定転用の継続届出書（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

18 特定転用の継続届出書（付表）（記載方法等） 

 

18 特定転用の継続届出書（付表）（記載方法等） 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

19 貸付特例適用農地等に係る継続届出書（記載方法等） 

 

16 貸付特例適用農地等に係る継続届出書（記載方法等） 

 

                                     

記 載 方 法 等                         

 

 この届出書は、贈与税又は相続税の納税猶予の借換特例（租税特別措置法第70条の４第８項又は同

法第70条の６第10項）（以下「借換特例」といいます。）の適用を受けている人が、借換特例の適用を

受ける旨の届出書を提出した日の翌日から起算して１年を経過するごとの日までに、借換特例の適用

を引き続き受けたい旨の届出（継続届出）をする場合に使用します。 

 

１ この届出書の本文中、贈与税の納税猶予について借換特例を受けている場合には、「第70条の６第

10項」及び「第14項」の文字を二重線で抹消し、相続税の納税猶予について借換特例を受けている

場合には、「第70条の４第８項」及び「第12項」の文字を二重線で抹消してください。 

２ 「１ 継続届出書を提出する日現在における貸付特例適用農地等の利用状況等」の「地目及び利

用状況（作物名等）」欄には、この届出書を作成した時点における貸付特例適用農地等の利用状況に

ついてその現況を記載してください。 

イ 「田・畑・採草放牧地・その他（  ）」には、該当する文字を○で囲んでください。 

 なお、「その他（  ）」の（  ）内には、具体的な現況を記載してください。 

ロ 「（作物名等   ）」には、具体的な作物名等を記載してください。 

３ 「１ 継続届出書を提出する日現在における貸付特例適用農地等の利用状況等」の「面積」欄に

は、貸付特例適用農地等の面積を記載してください。 

４ 「１ 継続届出書を提出する日現在における貸付特例適用農地等の利用状況等」の「農地等とし

て利用されている部分」欄には、この届出書を作成した時点におけるそれぞれの貸付特例適用農地

等の農業の用に供されている部分について該当する文字を○で囲んでください。 

５ 「貸付特例適用農地等として届け出ている農地等の面積の合計」欄には、貸付特例適用農地等と

して当初届け出た農地等の面積の合計を記載してください。 

６ 「２ 継続届出書を提出する日現在における借受代替農地等として届け出ている農地等の利用状

況等」の「地目及び利用状況（作物名等）」欄は、上記「２」に準じて記載してください。 

７ 「２ 継続届出書を提出する日現在における借受代替農地等として届け出ている農地等の利用状

況等」の「面積」欄には、借受代替農地等について農業の用に供されている面積を記載してくださ

い。 

８ 「２ 継続届出書を提出する日現在における借受代替農地等として届け出ている農地等の利用状

況等」の「農地等として利用されている部分」欄は、上記「４」に準じて記載してください。 

９ 「農地又は採草放牧地として現に利用している借受代替農地等の面積の合計」欄は、上記「７」

により記載した面積（現に農業の用に供されていない部分は除かれます。）の合計を記載してくださ

い。 

10 「３ 借受代替農地等のすべてに係る土地の合計面積の貸付特例適用農地等に係る土地の面積に

対する割合に関する計算明細書」欄は、借受代替農地等について農業の用に供されていない部分が

ある場合にのみ記載してください。その場合、「借受代替農地等の合計面積（上記②）」は、この届

出書の「②」に記載した面積を、「貸付特例適用農地等の合計面積（上記①）」は、この届出書の「①」

に記載した面積を移記してください。なお、計算結果（割合）については、整数（小数点以下の数

字がある場合は切捨て後の数字）で記載してください。 

                                     

記 載 方 法 等                         

 

 この届出書は、贈与税又は相続税の納税猶予の借換特例（租税特別措置法第70条の４第８項又は同

法第70条の６第10項）（以下「借換特例」といいます。）の適用を受けている人が、借換特例の適用を

受ける旨の届出書を提出した日の翌日から起算して毎１年を経過するごとの日までに、借換特例の適

用を引き続き受けたい旨の届出（継続届出）をする場合に使用します。 

 

１ この届出書の本文中、贈与税の納税猶予について借換特例を受けている場合には、「第70条の６第

10項」及び「第14項」の文字を二重線で抹消し、相続税の納税猶予について借換特例を受けている

場合には、「第70条の４第８項」及び「第12項」の文字を二重線で抹消してください。 

２ 「１ 継続届出書を提出する日現在における貸付特例適用農地等の利用状況等」の「地目及び利

用状況（作物名等）」欄には、この届出書を作成した時点における貸付特例適用農地等の利用状況に

ついてその現況を記載してください。 

イ 「田・畑・採草放牧地・その他（  ）」には、該当する文字を○で囲んでください。 

 なお、「その他（  ）」の（  ）内には、具体的な現況を記載してください。 

ロ 「（作物名等   ）」には、具体的な作物名等を記載してください。 

３ 「１ 継続届出書を提出する日現在における貸付特例適用農地等の利用状況等」の「面積」欄に

は、貸付特例適用農地等の面積を記載してください。 

４ 「１ 継続届出書を提出する日現在における貸付特例適用農地等の利用状況等」の「農地等とし

て利用されている部分」欄には、この届出書を作成した時点におけるそれぞれの貸付特例適用農地

等の農業の用に供されている部分について該当する文字を○で囲んでください。 

５ 「貸付特例適用農地等として届け出ている農地等の面積の合計」欄には、貸付特例適用農地等と

して当初届け出た農地等の面積の合計を記載してください。 

６ 「２ 継続届出書を提出する日現在における借受代替農地等として届け出ている農地等の利用状

況等」の「地目及び利用状況（作物名等）」欄は、上記「２」に準じて記載してください。 

７ 「２ 継続届出書を提出する日現在における借受代替農地等として届け出ている農地等の利用状

況等」の「面積」欄には、借受代替農地等について農業の用に供されている面積を記載してくださ

い。 

８ 「２ 継続届出書を提出する日現在における借受代替農地等として届け出ている農地等の利用状

況等」の「農地等として利用されている部分」欄は、上記「４」に準じて記載してください。 

９ 「農地又は採草放牧地として現に利用している借受代替農地等の面積の合計」欄は、上記「７」

により記載した面積（現に農業の用に供されていない部分は除かれます。）の合計を記載してくださ

い。 

10 「３ 借受代替農地等のすべてに係る土地の合計面積の貸付特例適用農地等に係る土地の面積に

対する割合に関する計算明細書」欄は、借受代替農地等について農業の用に供されていない部分が

ある場合にのみ記載してください。その場合、「借受代替農地等の合計面積（上記②）」は、この届

出書の「②」に記載した面積を、「貸付特例適用農地等の合計面積（上記①）」は、この届出書の「①」

に記載した面積を移記してください。なお、計算結果（割合）については、整数（小数点以下の数

字がある場合は切捨て後の数字）で記載してください。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

20 納税猶予の適用を受けている農地等について収用交換等による譲渡を行った場合の利子税の軽減の特例

の適用を受けるための届出書（記載方法等） 

 

17 納税猶予の適用を受けている農地等について収用交換等による譲渡を行った場合の利子税の軽減の特例の

適用を受けるための届出書（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

24 代替農地等の取得に関する承認申請書（納税猶予事案用） 

 

22 代替農地等の取得に関する承認申請書（納税猶予事案用） 

 

 

 

代替農地等の取得に関する承認申請書（納税猶予事案用）  
整 理 簿 番 号

 

 
 
 
                          〒 
 
 
                        住 所                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 
 
 

租税特別措置法施行令          の規定により     の納税猶予の適用に係

る代替農地等の取得価額の見積額等に関する承認申請をいたします。 

 
 

農 地 等 の 所 在 地 

  

計 

農地等の地目等、面積 

 ㎡  ㎡  

贈 与 を 受 け た
相続(遺贈)のあった

年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 

 

贈 与
相続(遺贈)

の時の価額 

円 円 円

農 業 投 資 価 格 

円 円 円

農 業 投 資 価 格 超 過 額 

円 円 円

譲渡等の年月日、態様 平成 年 月 日  平成 年 月 日  

 

譲

渡

等

を

し

た

特

例

農

地

等 

譲 渡 等 の 対 価 の 額 

円 円 円

農 地 又 は 採 草 
放 牧 地 の 所 在 地 

   

農 地 又 は 採 草 放 牧 
地 の 地 目 等 、 面 積 

 ㎡  ㎡  

取 得 予 定 の 年 月 日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 

 

取
得
見
込
の
農
地
又
は
採
草
放
牧
地 取 得 価 額 の 見 積 額 

円 円 円

 
 
      （注）農地等とは、農地若しくは採草放牧地又は準農地をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                （資 12－19－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

第40条の６第28項 
第40条の７第28項 

贈与税 
相続税 

 

 

代替農地等の取得に関する承認申請書（納税猶予事案用）  
整 理 簿 番 号

 

 
 
 
                          〒 
 
 
                        住 所                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 
 
 

租税特別措置法施行令          の規定により     の納税猶予の適用に係

る代替農地等の取得価額の見積額等に関する承認申請をいたします。 

 
 

農 地 等 の 所 在 地 

  

計 

農地等の地目等、面積 

 ㎡  ㎡  

贈 与 を 受 け た
相続(遺贈)のあった

年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 

 

贈 与
相続(遺贈)

の時の価額

円 円 円

農 業 投 資 価 格 

円 円 円

農 業 投 資 価 格 超 過 額

円 円 円

譲渡等の年月日、態様 平成 年 月 日  平成 年 月 日  

 

譲

渡

等

を

し

た

特

例

農

地

等 

譲 渡 等 の 対 価 の 額 

円 円 円

農 地 又 は 採 草 
放 牧 地 の 所 在 地 

   

農 地 又 は 採 草 放 牧 
地 の 地 目 等 、 面 積 

 ㎡  ㎡  

取 得 予 定 の 年 月 日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 

 

取
得
見
込
の
農
地
又
は
採
草
放
牧
地 取 得 価 額 の 見 積 額 

円 円 円

 
 
      （注）農地等とは、農地若しくは採草放牧地又は準農地をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                （資 12－19－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

第40条の６第25項 
第40条の７第25項 

贈与税 
相続税 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

24 代替農地等の取得に関する承認申請書（納税猶予事案用）（記載方法等） 

 

22 代替農地等の取得に関する承認申請書（納税猶予事案用）（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

26 代替農地等の取得価額等の明細書（記載方法等） 

 

24 代替農地等の取得価額等の明細書（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

27 代替農地等取得の承認を受けている場合の譲渡等をした特例農地等の明細書（記載方法等） 

 

25 代替農地等取得の承認を受けている場合の譲渡等をした特例農地等の明細書（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

28 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当に関する承認申請書（納税猶予事案用） 

 

26 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当に関する承認申請書（納税猶予事案用） 

 

 

 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当に関する承認申請書 

（納税猶予事案用） 整 理簿番 号  

 
 
 
                          〒 
 
 
                        住 所                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 
 

租税特別措置法施行令          の規定により     の納税猶予の適用に係

る                 に関する承認申請をいたします。 

 
 

農 地 等 の 所 在 地 
   

計 

農地等の地目等、面積 
 ㎡  ㎡ ㎡  

贈 与 を 受 け た
相続(遺贈)のあった

年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

贈 与
相続(遺贈)

の時の価額 
円 円 円 円

農 業 投 資 価 格 
円 円 円 円

農 業 投 資 価 格 超 過 額 
円 円 円 円

買取りの申出等の内容    

 

買
取
り
の
申
出
等
に
係
る
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
明
細 買取りの申出等の年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

譲 渡 等 の 予 定 年 月 日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

譲渡等の対価の見積額 
円 円 円 円

取得する農地又は採草 
放 牧 地 の 所 在 地 

    

農 地 等 の 地 目 、 面 積 
 ㎡ ㎡ ㎡  

取 得 予 定 年 月 日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

地
又
は
採
草
放
牧
地
の
明
細 

譲
渡
等
及
び
取
得
見
込
み
の
農 

取 得 対 価 の 見 積 額 
円 円 円 円

都市営農農地等該当予定日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

都市営農農地等該当見込の 
農地又は採草放牧地の所在地 

   

 

等
該
当
の
明
細 

都
市
営
農
農
地 

農 地 等 の 地 目 、 面 積 
 ㎡ ㎡ ㎡  

  
      （注）農地等とは、農地若しくは採草放牧地又は準農地をいいます。 

 

 

 

 

 

                                                （資 12－35－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

第40条の６第43項 
第40条の７第45項 

贈与税 
相続税 

代替農地等の取得価額の見積額等 
都市 営農農地等該当見込み 等 

 

 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当に関する承認申請書 

（納税猶予事案用） 整 理簿番 号  

 
 
 
                          〒 
 
 
                        住 所                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 
 

租税特別措置法施行令          の規定により     の納税猶予の適用に係

る                 に関する承認申請をいたします。 

 
 

農 地 等 の 所 在 地 
   

計 

農地等の地目等、面積 
 ㎡  ㎡ ㎡  

贈 与 を 受 け た
相続(遺贈)のあった

年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

贈 与
相続(遺贈)

の時の価額
円 円 円 円

農 業 投 資 価 格 
円 円 円 円

農 業 投 資 価 格 超 過 額 
円 円 円 円

買取りの申出等の内容    

 

買
取
り
の
申
出
等
に
係
る
農
地
又
は
採
草
放
牧
地
の
明
細 買取りの申出等の年月日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日

譲 渡 等 の 予 定 年 月 日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

譲渡等の対価の見積額 
円 円 円 円

取得する農地又は採草 
放 牧 地 の 所 在 地 

    

農 地 等 の 地 目 、 面 積 
㎡ ㎡ ㎡  

取 得 予 定 年 月 日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

地
又
は
採
草
放
牧
地
の
明
細 

譲
渡
等
及
び
取
得
見
込
み
の
農 

取 得 対 価 の 見 積 額 
円 円 円 円

都市営農農地等該当予定日 平成  年  月  日 平成  年  月  日 平成  年  月  日
 

都市営農農地等該当見込の 
農地又は採草放牧地の所在地 

   

 

等
該
当
の
明
細 

都
市
営
農
農
地 

農 地 等 の 地 目 、 面 積 
㎡ ㎡ ㎡  

  
      （注）農地等とは、農地若しくは採草放牧地又は準農地をいいます。 

 

 

 

 

 

                                                （資 12－35－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

第40条の６第39項 
第40条の７第41項 

贈与税 
相続税 

代替農地等の取得価額の見積額等 
都市 営農農地等該当見込み 等 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

28 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当に関する承認申請書（納税猶予事案用）（記載方法等） 

 

26 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当に関する承認申請書（納税猶予事案用）（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

30 買取りの申出等に伴う代替農地等の取得価額等に関する明細書（記載方法等） 

 

28 買取りの申出等に伴う代替農地等の取得価額等に関する明細書（記載方法等） 

 

（裏） 記載方法等 

この明細書は、買取りの申出等に係る都市営農農地等若しくは特定市街化区域農地等に係る

農地又は採草放牧地の譲渡等につき代替農地等を取得するため税務署長の承認を受けていた場

合において、その買取りの申出等の日から１ 年以内に都市営農農地等若しくは特定市街化区域

農地等に係る農地又は採草放牧地を譲渡等し、かつ、その譲渡等の日から１ 年を経過する日ま

でに代替農地等を取得した場合に、その代替農地等に関する事項を税務署長に提出する場合に

使用してください。 

 

１ 本文の「 租税特別措置法施行規則          」は、この明細書を提出する人が

贈与税の納税猶予の適用を受けている場合は、「 第 23 条の８ 第 23 項」の文字を、相続税

の納税猶予の適用を受けている場合は、「 第 23 条の７ 第 28 項」の文字を横線で抹消して

ください。 
 
２ 「 譲渡等をした特例農地等の明細」の各欄には、譲渡等をした特例農地等に関する事項を

記載してください。 
この場合、次の欄は次により記載してください。 

⑴「 農地等の地目」欄は、特例農地等の地目等に応じ、田、畑と記載してください。 
⑵「 買取りの申出等の内容」欄は、買取りの申出等の内容に応じ、生産緑地法の規定に基づ

く買取りの申出、都市計画の決定若しくは変更による特定市街化区域農地等該当又は旧生産

緑地法の第二種生産緑地地区に関する都市計画の失効と記載してください。 
⑶「 譲渡等の年月日」及び「 譲渡等の態様」の各欄は、譲渡年月日及び譲渡等の態様に応

じ、譲渡、設定、消滅と記載してください。 
 
３ 「 取得した農地又は採草放牧地の明細」の各欄には、取得した代替農地等に関する事項を

記載してください。 
なお、「 取得の態様」欄は、上記２の⑶に準じて記載してください。 

 
４ 「買取りの申出等があったとされる部分」欄と「買取りの申出等がなかったとされる部分」

欄は、上記２及び３により記載した事項に基づいて記載してください。 

第 23 条の 7 第 28 項
第 23 条の 8 第 23 項

記 載 方 法 等 

 

 

この明細書は、買取りの申出等に係る都市営農農地等若しくは特定市街化区域農地等に係る

農地又は採草放牧地の譲渡等につき代替農地等を取得するため税務署長の承認を受けていた場

合において、その買取りの申出等の日から１年以内に都市営農農地等若しくは特定市街化区域

農地等に係る農地又は採草放牧地を譲渡等し、かつ、その譲渡等の日から１年を経過する日ま

でに代替農地等を取得した場合に、その代替農地等に関する事項を税務署長に提出する場合に

使用してください。 

 

 

１ 本文の「 租税特別措置法施行規則          」は、この明細書を提出する人が

贈与税の納税猶予の適用を受けている場合は、「 第 23 条の８ 第 23 項」の文字を、相続税

の納税猶予の適用を受けている場合は、「 第 23 条の７ 第 28 項」の文字を横線で抹消して

ください。 

 

２ 「 譲渡等をした特例農地等の明細」の各欄には、譲渡等をした特例農地等に関する事項を

記載してください。 

この場合、次の欄は次により記載してください。 

⑴ 「 農地等の地目 」欄は、特例農地等の地目等に応じ、田、畑と記載してください。 

⑵ 「 買取りの申出等の内容 」欄は、買取りの申出等の内容に応じ、生産緑地法の規定に

基づく買取りの申出、都市計画の決定若しくは変更による特定市街化区域農地等該当又は

旧生産緑地法の第二種生産緑地地区に関する都市計画の失効と記載してください。 

⑶ 「 譲渡等の年月日 」及び「 譲渡等の態様 」の各欄は、譲渡年月日及び譲渡等の態様

に応じ、譲渡、設定、耕作の放棄、消滅と記載してください。 

 

３ 「 取得した農地又は採草放牧地の明細 」の各欄には、取得した代替農地等に関する事項

を記載してください。 

なお、「 取得の態様 」欄は、上記２の⑶に準じて記載してください。 

 

４ 「買取りの申出等があったとされる部分 」欄と「 買取りの申出等がなかったとされる部

分 」欄は、上記２及び３により記載した事項に基づいて記載してください。 

第 23 条の 7 第 28 項

第 23 条の 8 第 23 項



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

32 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当の承認を受けている場合の買取りの申出等に係る特例農地等 

  の明細書（租税特別措置法施行規則第23条の８第３項第９号）（記載方法等） 

 

30 代替農地等の取得又は都市営農農地等該当の承認を受けている場合の買取りの申出等に係る特例農地等 

  の明細書（租税特別措置法施行規則第23条の８第３項第９号）（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

37 使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は分割承継法人が特定農業生産法人に該当する旨の

届出書（平成７年附則第36条第３項適用分） 

 

35  使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は分割承継法人が特定農業生産法人に該当する旨の 

届出書 

 

使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は 

分割承継法人が特定農業生産法人に該当する旨の届出書 

（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36条第３項適用分）  
 

平成  年  月  日  

         税務署長 殿 

                         〒 

                     届出者 住所                 

                         氏名               印 

 （電話番号   －      ） 

 

 平成  年  月  日に使用貸借による権利の設定を受けた「１」の特定農業生産法人が合

併又は分割により消滅又は分割しましたが、「２」の合併法人又は分割承継法人が使用貸借による

権利の全部を引き継ぎ、かつ、特定農業生産法人に該当するので租税特別措置法の一部を改正す

る法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第４項の規定により届け出ます。 

 

１
合併により消

滅した特定農

業 生産 法人

所在地 
 

 
名 称

 

 

２ 合 併 法 人 所在地 
 

名 称

 

 

１ 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第３項の 

規定に基づき使用 貸借による権利 の設定を受けた特定農業生産法人 が合併した日は 、 

平成  年  月  日です。 

２ 合併又は分割により消滅又は分割した特定農業生産法人から合併法人又は分割承継法人が使用貸借によ

る権利を引き継いだ日は、平成  年  月  日です。 

３ 合併又は分割により消滅又は分割した特定農業生産法人から合併法人又は分割承継法人が使用貸借によ

る権利を引き継いだ農地等の明細は別紙「使用貸借による権利を引き継いだ農地等の明細書」のとおりで

す。 

４ 使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は分割承継法人は、農地法第２条第７項に規定する 

 

農業生産法人であり、届出者は当該農業生産法人の代表権を有する              に就任 

 

  し、かつ、常時従事者である      （１年間のうち、当該農業生産法人の農業に従事する日数が 

 

    日であり、かつ、農業に必要な農作業に     日従事します。）となっています。 

 

添付書類 

○ 合併法人又は分割承継法人が租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成７年政令第 158 号）附

則第 28条第３項に規定する特定農業生産法人に該当する旨の農業委員会の証明書 

○ 合併又は分割により消滅又は分割した特定農業生産法人から合併法人又は分割承継法人が使用貸借によ

る権利の全部を引き継いだことを証する書類（使用貸借による権利設定の契約書の写し及び従前の使用貸

借契約に基づき合併法人又は分割承継法人に使用収益させている旨を記載した書類） 

○ 合併又は分割後の法人の登記事項証明書及び合併契約書の写し 

（資１２－６１－Ａ４統一）

 

関与税理士 印 電話番号  

組合員 
 
社 員 

理 事
業務執行権を有する社員 
取 締 役 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

38 別紙 使用貸借による権利を引き継いだ農地等の明細書 

 

36 別紙 使用貸借による権利を引き継いだ農地等の明細書 

 

別 紙 

猶 予 整 理 簿使 用 貸 借 に よ る 権 利 を 引 き 

継 い だ 農 地 等 の 明 細 書 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律 

第 55 号 ） 附 則 第 36 条 第 ３ 項 適 用 分 

受贈者

の氏名 
 ※ 

  

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第４項に定める合併

又は分割により消滅又は分割した特定農業生産法人又は分割承継法人から合併法人が使用貸借に

よる権利の全部を引き継いだ農地等の明細は、次のとおりです。 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 面 積 

使用貸借による権

利の設定許可日 

   
㎡

 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 (資１２－６２－Ａ4 統一) 

 

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

39  やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないこととなった旨の届出書 

（平成７年附則第36条第３項適用分） 

 

37 やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないこととなった旨の届出書 

 

 

や む を 得 な い 事 由 に よ り 常 時 従 事 者 で あ る 

構成員に 該当しないことと なった旨の届出 書 

（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号） 附則第 36 条第３項適用分） 

(資１２－６３－Ａ4統一) 

関与税理士               印 電話番号  

 

平成  年  月  日 

         税務署長 殿 

 

                        〒 

                   届出者 住所                 

                       氏名                印 

                         （電話番号   －       ） 

 

 私は、下記１に記したやむを得ない事由により、平成  年  月  日において常時従事者 

である構成員に該当しないこととなりましたが、引き続き下記２の特定農業生産法人の代表者と 

なっていますので、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成７年政令第 158 号）附則 

第 28 条      の規定により届け出ます。 

 

記 

 １ やむを得ない事由 
      

  

  

 
 ２ 特定農業生産法人の所在地・名称 
   

所在地                   名 称               
（注） この届出書の提出期限は、やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないことと

なった日から１月を経過する日までです。上記提出期限までにこの届出書が提出できなかったやむを

得ない事情があるときは、その事情を記載してください。 

 

（事情の詳細） 

 

 

 

第５項

第６項



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

39 やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないこととなった旨の届出書 

（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年附則第36条第３項適用分） 

（記載方法等） 

 

37 やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないこととなった旨の届出書 

  使用目的及び記載要領 

 

                                     

記 載 方 法 等                         

 

 この届出書は、使用貸借による権利の設定を受ける法人が特定農業生産法人に該当しないこととな

った場合に、やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないこととなった旨及び引き

続き当該特定農業生産法人の代表者となっている旨を租税特別措置法施行令の一部を改正する政令 

（平成７年政令第１５８号）附則第28条第５項又は第６項の規定により税務署長に提出するときに 

使用します。 

なお、この届出書を提出期限までに提出できなかった場合には、「（事情の詳細）」欄にその事情の詳

細を記載してください。 

                                            

１ 本文中の「附則第28条        」の箇所は、この届出書の提出期限までに提出する場合

 には「第６項」の文字を、提出期限後に提出する場合には「第５項」の文字を横線で抹消してくだ

 さい。 

２ この届出書を提出期限までに提出できなかった場合の事情の詳細は、できるだけ具体的に記載し

てください。 

第５項 

第６項 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

40 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに関する承認申請書（平成７年附則第36条第３項適用分） 

 

（新規） 

 

 
 

(資 12－87－1－Ａ4 統一) 

整理簿番号
※ 

   
   

                      〒 

       税務署長 殿        住 所               

申請者 

  年  月  日提出        氏 名          ㊞ 電話          

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則（以下「法附則」といいま

す。）第 36 条第３項の規定により届け出た農地等について、租税特別措置法等の一部を改正する

法律（平成 13 年法律第７号）第１項の規定による改正後の租税特別措置法第 70 条の４第 15 項に

規定する一時的道路用地等の用に供するため、当該農地等に係る使用貸借による権利を消滅させ、

当該用に供するために地上権等の設定に基づき貸付けを行った下記農地等については法附則第36

条第６項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成７年

政令第 158 号）附則第 28 条第７項の規定により承認申請します。 

 

１ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等に関する事項

法附則第 36 条第３項の規定により届け出た農地等のうち一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき

貸し付けた農地等の明細は、付表のとおりです。 

２ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等の貸付けに関
する事項 

貸付先（事業施行者） 

の名称 
名称  所在地

 

 

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
貸

付

期

間 貸 付 期 限 平成   年   月   日 

地 上 権 等 の 登 記 

の   有   無 有 ・ 無 

 

⑴ 

一時的道路

用地等の用に

供するために

地上権等の設

定に基づき貸

し付けた農地

等に関する事

項 

 賃 貸 料 の 金 額 円 ・ 無 償 

事 業 名  
(2) 

一時的道路用地等に係る事業等に関する事項 

 使 用 目 的  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等を当該貸付け
の直前に使用貸借による権利の設定を行っていた特定農業生産法人の農業の用に供する予定年月日

 承認申請する一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等については、

平成  年  月  日までに当該貸付けの直前に使用貸借による権利の設定を行っていた特定農業生産法人

の農業の用に供する予定です。 

関与税理士                印 電話番号  

税務署
受付印

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている

農地等の一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書

（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第３項適用分）



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

40  特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに関する承認申請書（平成７年附則第36条第３項適用分）（記載方法等） 

 

（新規） 

 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この承認申請書は、租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第

３項の規定の適用を受けている人が、納税猶予の適用を受けている間に、同項の規定に基づき特定農

業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をしている農地等（以下「特例農地等」といいます。）の

全部又は一部を一時的道路用地等（道路に関する事業、河川に関する事業、鉄道事業、その他これら

の事業に準ずる事業として当該事業に係る主務大臣が認定したもののために一時的に使用する道路、

水路、鉄道その他の施設の用地で代替性のないものとして主務大臣が認定したものをいいます。）の用

に供するため地上権、賃借権又は使用貸借による権利（以下「地上権等」といいます。）の設定若しく

は土地収用法に基づく土地を使用する権利（土地収用法第 101 条第２項の規定に基づくものに限りま

す。）に基づき貸付けを行った場合に、当該貸付けに係る期限の到来後遅滞なく当該一時的道路用地等

の用に供していた特例農地等を特定農業生産法人の農業の用に供する見込みであることにつき税務署

長の承認を受ける場合に使用してください。 

なお、この申請書の提出期限は、その地上権等の設定に基づき貸付けを行った日から１か月以内で

す（提出期限までに提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部又は一部について納

税猶予の期限が確定します。）。 

 

１ ２(1)の「地上権等の登記の有無」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権

等の設定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」

を○で囲んでください。 

２ ２(1)の「賃貸料の金額」欄は、賃貸料の授受がある場合には、年間の賃貸料の金額（貸付期間内

の賃貸料を一括で受領した場合には、その総額）を記載し、賃貸料の授受がない場合には、「無償」

を○で囲んでください。 

３ ２(2)の「使用目的」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に係る事業施行者の使

用目的を具体的に記載してください。 

４ 「３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等を当該貸

付けの直前に使用貸借による権利の設定を行っていた特定農業生産法人の農業の用に供する予定年

月日」欄には、承認申請を行う特例農地等の貸付期限到来後、特定農業生産法人の農業の用に供す

る予定年月日を記載してください。 

５ この承認申請書には付表も併せて提出してください。 

６ この承認申請書には、次の書類を添付してください。 

(1) 承認の適用を受けようとする特例農地等について、主務大臣が一時的道路用地等に係る代替性の

ない施設の用地として認定（当該一時的道路用地等に係る事業が道路に関する事業、河川に関す

る事業、鉄道事業以外のものである場合には、これらの事業に準ずる事業としての認定を含みま

す。）を行ったことを証する書類 

(2) 一時的道路用地等に係る事業施行者との間の地上権等の設定に基づき農地等を一時的道路用地

等の用に供するために貸し付ける旨の契約書の写し（その農地等を貸し付ける日及び貸付期限の

記載のあるものに限ります。）又は土地収用法の規定に基づく裁決書で当該農地等を使用するた

めのものの写し若しくは収用委員会の勧告に基づく和解により作成された和解調書で当該農地

等を使用するためのものの写し 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

41  特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに関する承認申請書（付表） 

（平成７年附則第36条第３項適用分） 

 

 （新規） 

 
  

（資１２－８７－２－Ａ４統一） 

 

整理簿番号
※ 

 
 

１ 法附則第 36 条第３項の規定により届け出た農地等に関する事項 

農地等を贈与

により取得し

た年月日 
平成   年   月   日 

贈 与 者
氏

名

 

 
住 所

 

 

使用貸借によ
る権利を設定
していた特定

農業生産法人

名
称

 

所在地

 

２ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等の明細 

番
号

農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 貸付け直前 
の利用状況 

面 積 
地上権等の登記
の有無 

（     ）㎡

１

   
 

㎡
有・無 

（     ） 

２

   

有・無 

（     ） 

３

   

有・無 

（     ） 

４

   

有・無 

（     ） 

５

 
 

  

有・無 

（     ） 

６

 

 

  

 
 

有・無 

（     ） 

７

 
 

  

有・無 

（     ） 

８

 
 

  

有・無 

（     ） 

９

 
 

  

有・無 

（     ） 

10

 

 

  

有・無 

（     ）㎡

 合 計 
㎡

 

（添付書類） 

１．租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成７年政令第 158 号）附則第 28 条第８項に

規定する主務大臣が一定の事項について証明した書類 

２．租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成７年大蔵第 33 号）第 14 条第９項に規

定する事業施行者との契約書等の写し等 

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等

の一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書（付表）

（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第３項適用分）

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

41 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸  

  付けに関する承認申請書（付表） 

  （平成７年附則第36条第３項適用分） 

  （記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この承認申請書（付表）は、租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第

36 条第３項の規定の適用を受けている人が、納税猶予の適用を受けている間に、同項の規定に基づき

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をしている農地等（以下「特例農地等」といいま

す。）の全部又は一部を一時的道路用地等（道路に関する事業、河川に関する事業、鉄道事業、その他

これらの事業に準ずる事業として当該事業に係る主務大臣が認定したもののために一時的に使用する

道路、水路、鉄道その他の施設の用地で代替性のないものとして主務大臣が認定したものをいいます。）

の用に供するため地上権、賃借権又は使用貸借による権利（以下「地上権等」といいます。）の設定若

しくは土地収用法に基づく土地を使用する権利（土地収用法第 101 条第２項の規定に基づくものに限

ります。）に基づき貸付けを行った場合に、当該貸付けに係る期限の到来後遅滞なく当該一時的道路用

地等の用に供していた特例農地等を特定農業生産法人の農業の用に供する見込みであることにつき税

務署長の承認を受ける場合の承認申請書に添付して使用してください。 

 

○ 「２」欄は、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地

等について、一筆ごとに、次により記載してください。 

１ 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

２ 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

３ 「貸付直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地など、具体的な利用状況を記

載してください。 

４ 「面積」欄は、次により記載してください。 

(1) １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」

に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

(2) １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の

特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等として

貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

５ 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○で

囲んでください。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

42  特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等として貸付

けに関する承認申請に対する承認（却下）書（通知用）（平成７年附則第36条第６項） 

 

（新規） 

 

 

                                                       第    号

  

      住 所 又 は 

      所在地（納税地）                   

      氏 名 又 は 

      名 称                 殿              平成    年    月    日

 

 

                                            税務署長          □印  

 

 

特 定 農 業 生 産 法 人 に 対 し 使 用 貸 借 に よ る 権 利 の 

設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての 

貸付けに関する承認申請に対する承認（却下）書 

           租 税 特 別 措 置 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 

           法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第６項 

  

   平成  年  月  日付で申請のありました、租税特別措置法の一部を改正する 

 法律（平成７年法律第 55 号） 附 則 第 36 条 第 ６項 の 規 定 に 基 づ く 承認 申 請 を 

     いたします。 

 

       

                                            

                                            

 

     （注）１ この承認を受けた日の翌日から起算して１年を経過するごとの日までに、継続貸付届出書を

納税地の所轄税務署長に提出してください。 

        ２ 当該承認に係る貸付期限の到来により地上権等が消滅した場合又は当該貸付期限の到来前に

地上権等の解約が行われたことにより当該地上権等が消滅した場合には、その消滅した旨、当

該農地等を特定農業生産法人の農業の用に供している旨等を記載した届出書等を当該地上権等

の消滅した日から２か月以内に、納税地の所轄税務署長に提出してください。 

 

（ ）枚のうち（ ）枚目 

                                                （資 12－87－4－Ａ４統一） 

（通知用） 

承 認 

却 下 

この通知に係る処分の理由 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

42 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸   

付けに関する承認申請に対する承認（却下）書（通知用）（平成７年附則第36条第６項）（使用目的） 

 

 （新規） 

 

 

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の 

    一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請に対する承認（却下）書（通知用） 

        〔租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第55号）附則第36条第６項〕 

 

 使用目的 

  この承認（却下）書は、「特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地

等の一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書」が提出された場合において、その申請

に対して承認又は却下の通知を行う場合に使用するものである。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

43 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る継続貸付届出書 

（平成７年附則第36条第３項適用分） 

 

（新規） 

 

 

 
 (資 12－88－Ａ4統一) 

猶予整理簿
※ 

 
 

   
                       〒 

       税務署長 殿        住 所               

届出者 

  年  月  日提出         氏 名             ㊞ 電話       

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第６項の規定の適用を受けてい
る下記の一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等については、同
項の規定の適用を引き続き受けたいので、同条第７項の規定により届け出ます。 
 

１ 贈与により農地等を取得した年月日 昭和・平成   年   月   日 

２ 贈与者 氏名  住所又は居所  

３ 一時的道路用地等としての貸付けに係る承認等に関する事項 

(1) 承認申請書の提出年月日 平成    年    月    日 

(2) (1)の承認申請に対する承認年月日 平成    年    月    日 

※(1)の承認申請に係る承認通知を受領していない場合には、(1)の承認申請書を提出した日から１月を経過した日を記載してください。 

４ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた貸付先等に関する事項 

(1) 貸付先（事業施行者）の名称等 名 称  所在地  

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
(2) 貸付期間 

貸 付 期 限 平成   年   月   日 

事 業 名  (3) 一時的道路用地等に係る事業等に関

する事項 使 用 目 的  

※ 貸付期間の変更がある場合には、新たな届出書等の提出が必要となりますので、税務署にお尋ねください。 

５ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等の明細 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 

貸付け直前

の利用状況
面  積 

地上権等の 

登記の有無 
（     ）㎡

１    
       ㎡

有 ・ 無 

（     ） 
２    

 
有 ・ 無 

（     ） 
３  

 
 
 

 
  

有 ・ 無 

（     ） 
４    

 
有 ・ 無 

（     ） 
５  

 
 
 

 
  

有 ・ 無 

（     ） 
６    

 
有 ・ 無 

（     ） 
７    

 
有 ・ 無 

（     ） 
８    

 
有 ・ 無 

（     ） 
９    

 
有 ・ 無 

（     ） 
10    

 
有 ・ 無 

（     ）㎡
 合 計 

       ㎡
 

一時的道路用地等の用に供されている農地等について引き続き借り受けている旨及び一時的道路用地等に係る事業を引き続
き施行している旨を証する事業施行者の書類…（別添のとおり） 

関与税理士                 印 電話番号  

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている

農地等の一時的道路用地等としての貸付けに係る継続貸付届出書

（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第３項適用分）

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

43 特定農業生産法人に対し使用退職による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る継続貸付届出書 

（平成７年附則第36条第３項適用分）  

（記載方法等） 

 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第６項

の規定の適用を受けている人が、一時的道路用地等としての貸付けに関する承認を受けた日の翌日か

ら起算して１年を経過するごとの日までに、一時的道路用地等としての貸付特例の適用を引き続き受

けたい旨の届出（継続届出）を行う場合に使用してください。 

 

１ ３(2)の「(1)の承認申請に対する承認年月日」欄は、次により記載してください。 

(1)  承認申請に係る承認通知書を受領している場合には、税務署長が承認した日を記載してくださ

い。 

(2) 承認申請に係る承認通知書を受領していない場合には、３(1)の「承認申請書の提出年月日」

欄に記載した日から１月を経過した日を記載してください。 

２ 「５」欄は、一時的道路用地等として貸し付けている法附則第 55 条第３項の規定の適用を受けて

いる特例農地等について、一筆ごとに、次により記載してください。 

(1) 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

(2) 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

(3) 「貸付け直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地など、具体的な利用状況

を記載してください。 

(4) 「面積」欄は、次により記載してください。 

イ １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」

に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

ロ １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の

特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等として

貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

(5) 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○

で囲んでください。 

３ この届出書には、「５｣欄の土地について一時的道路用地等の用に供されている農地等について引

き続き借り受けている旨及び一時的道路用地等に係る事業を引き続き施行している旨を証する事業

施行者の書類を添付してください。 

４ 貸付期間の変更がある場合には、新たな届出書等の提出が必要となりますので、詳しくは税務署

にお尋ねください。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

44 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第55号）附則第36条第７項に規定する継続貸付 

届出書をやむを得ない事情により期限内に提出できなかった旨の届出書 

 

 （新規） 

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55号）附則第 36条 

第７項に規定する継続貸付届出書をやむを得ない事情により期限内に提出で 

きなかった旨の届出書 

 

 

 

         税務署長 殿 

 

  平成  年  月  日              〒 

                    届出者 住所                  

                        氏名                印 

                          （電話番号   －       ） 

 

 

私は、下記に記したやむを得ない事情により、租税特別措置法の一部を改正する法律 

（平成７年法律第 55 号）附則第 36条第７項に規定する届出書を期限内に提出すること 

ができませんでしたので、別添「特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を 

行っている農地等の一時的道路用地等としての貸付けに係る継続貸付届出書」及び添付 

書類とともにその旨を届け出ます。 

 

 

記 

 
 ○ やむを得ない事情の詳細 

      

  

 

 

 

 

 
 

(資 12－89－Ａ4 統一) 

 

関与税理士                               印 電話番号  



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

44 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第55号）附則第36条第７項に規定する継続貸付 

届出書をやむを得ない事情により期限内に提出できなっかた旨の届出書（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36条第

７項に規定する届出書を期限内に提出することができなかった場合に、その事情の詳細を税務署

長に届け出る場合に使用してください。 

「特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地

等としての貸付けに係る継続貸付届出書」を提出期限までに提出できなかった場合には、必ずこ

の届出書を提出してください。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

45 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書（平成７年附則） 

 

 （新規） 

 

 
 

（資12－90－A4統一） 

 

 
猶予整理簿 

 

※ 
 
 

   
                      〒 

       税務署長 殿        住 所             
届出者 

  年  月  日提出        氏 名                 ㊞ 電話        

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則（以下「法附則」といいます。）第 36 条第６項の規定

の適用を受けている下記の一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等については、

貸付期限の到来・地上権等の解約により、平成  年  月  日に地上権等が消滅したので、租税特別措置法施行令の一部

を改正する政令（平成７年政令第 158 号）附則第 28 条第 12 項の規定により届け出ます。 

１ 贈与により農地等を取得した年月日 昭和・平成   年   月   日 

２ 贈 与 者 氏名  住所又は居所  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた貸付先等に関する事項 

(1) 貸付先（事業施行者）の名称等 名称  所在地  

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
(2) 貸付期間 

貸 付 期 限 平成   年   月   日 

事 業 名  (3) 一時的道路用地等に係る事業等に関

する事項 使 用 目 的  

４ 一時的道路用地等としての貸付け終了後の農地等の明細（この届出書の提出日現在） 

(1) 一時的道路用地等として貸し付けていた農地等 (2)(1)のうち貸付け終了後の土地利用状況等 

番

号
農地等の所在地番 地目 

貸付け直前

の利用状況 
面 積 

地上権等の

登記の有無

特定農業生産法人に対

し使用貸借による権利

の設定を行った日（予定

日） 

特定農業生産法

人の農業の用に

供されている

（供する）面積

現在（今後）の利

用状況 

（   ）㎡ 
１

 
   

    ㎡  
有・無   年 月 日 

 

   ㎡ 

 
 

（    ） 
２    

 
有・無    

（    ） 
３

 

 

 

 

 

  
有・無    

（    ） 
４    

 
有・無    

（    ） 
５

 

 

 

 

 

  
有・無    

（    ） 
６    

 
有・無    

（    ） 
７    

 
有・無    

（    ） 
８    

 
有・無    

（    ） 
９    

 
有・無    

（    ） 
10    

 
有・無    

（   ）㎡ 
 合 計 

     ㎡ 

 

 

 

  

    ㎡ 

 

 

 

（３）(2)の土地について 

① 一時的道路用地等の用に供されていた土地が農地等に復したこと及び法附則第 36 条第６項の規定の適用を受けている受贈者が特定農業生

産法人に対し使用貸借による権利の設定をしていること又は遅滞なく設定をする見込みであることを証する農業委員会の書類 

② 一時的道路用地等の用に供していた農地等を借り受ける契約が終了したこと及び終了した日を証する事業施行者の書類 

③ 租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成７年大蔵第 33 号）附則第 14 条第 13 項第２号及び第３号に掲げる書類 

については別添のとおりです。 

関与税理士 印 電話番号  

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行ってい
る農地等の一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が
消滅した旨の届出書 
（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第３項適用分）  

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

45 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書（平成７年附則）（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 
この届出書は、租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第６項

の規定の適用を受けている人が、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し

付けられていた特例農地等について、貸付期限の到来により地上権等が消滅した場合又は貸付期限の

到来前に地上権等の解約が行われたことによりその地上権等が消滅した場合に、地上権等が消滅した

旨及び貸し付けられていた特例農地等を特定農業生産法人の農業の用に供している（供する予定であ

る）旨の届出をする場合に使用してください。 

なお、この届出書の提出期限は、その地上権等の消滅した日から２か月以内です（提出期限までに

提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部又は一部について納税猶予の期限が確定

します。）。 

 

１ この届出書の本文中、地上権等の消滅理由が貸付期限の到来による場合は、「地上権等の解約」の

文字を、地上権等の解約による場合は、「貸付期限の到来」の文字を二重線で抹消してください。 

２ この届出書の本文中、平成  年  月  日には、地上権等が消滅した日を記載してください。

３ 「４」欄は、一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が消滅した特例農地等について、

１筆ごとに、次により記載してください。 

(1) 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

(2) 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

(3) 「貸付け直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地など、具体的な利用状況

を記載してください。 

(4) 「面積」欄は、次により記載してください。 

イ １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」

に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

ロ １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の

特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等として

貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

(5) 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○で

囲んでください。 

４ 「特定農業生産法人の農業の用に供されている（供する）面積」欄は、一時的道路用地等として

貸し付けていた部分のうち、特定農業生産法人の農業の用に供されている（供する予定の）面積を

記載してください。 

５ 「現在（今後）の利用状況」欄は、上記３(3)に準じて現在（今後）の利用状況について記載して

ください。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

46  特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての

貸付けに係る貸付期限の延長届出書（平成７年附則） 

 

 

 （新規） 

 

 

 

                                           （資１２－91－Ａ４統一）     

猶予整理簿 

※ 

 

 

   
                      〒 

       税務署長 殿        住 所              
届出者 

  年  月  日提出        氏 名                ㊞ 電話       

 

租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第６項の規定の適用を受けている下記の一時的道路用地等の用に

供するための農地等の貸付けについて、当該一時的道路用地等に係る事業の施行の遅延により、その貸付期限が延長されることとなりましたが、

引き続き同項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成７年政令第 158 号）附則第 28 条第 14 項の規定

により届け出ます。 

１ 贈与により農地等を取得した年月日 昭和・平成   年   月   日 

２ 贈与者 氏名  住所又は居所  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた貸付先等に関する事項 

(1) 貸付先（事業施行者）の名称等 名 称  所在地  

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
(2) 貸付期間 

延長前の貸付期限 平成   年   月   日 

事 業 名  (3) 一時的道路用地等に係る事業等に関

する事項 使 用 目 的  

４ 貸付期限延長後の一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等を特定農業生産法人の農業の用に供す
る予定年月日 

  延長の届出をする一時的道路用地等の用に供されている農地等については、平成  年  月  日までに特定農業生産法人の農業の用
に供する予定です。 

５ 貸付期限を延長して一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等の明細 

(1) 一時的道路用地等として貸し付けている農地等 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番  地 目 面  積 地上権等の登記の有無 

(2) 

(1)のうち貸付期限を延長す

る農地等の面積 

（     ）㎡ （     ）㎡ 
１   

       ㎡
有 ・ 無 

       ㎡ 

（     ） （     ） 
２   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
３ 

 
 

 
 
  

有 ・ 無 
 

（     ） （     ） 
４   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
５ 

 
 

 
 
  

有 ・ 無 
 

（     ） （     ） 
６   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
７   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
８   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
９   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
10   

 
有 ・ 無 

 

（     ）㎡ （     ）㎡ 
 合 計 

      ㎡  
 

       ㎡ 

(3) (2)の土地について一時的道路用地等に係る事業及び施設の用地として貸付期限を延長することとなった事情を記載した事業施行者の書

面及び租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成７年大蔵第 33 号）附則第 14 条第 14 項に規定する契約書等の写し…（別添のと

おり） 

関与税理士 印 電話番号 
 

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を 
行っている農地等の一時的道路用地等としての貸付け 
に係る貸付期限の延長届出書 
（租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第３項適用分）

 

※
印
欄
に
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

46 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る貸付期限の延長届出書（平成７年附則）（続き） 

 

 （新規）  

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条第６項

の規定の適用を受けている人が、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し

付けられていた特例農地等について、一時的道路用地等に係る事業の遅延により、貸付期限が延長さ

れることとなったため、一時的道路用地等としての貸付特例の適用を引き続き受けたい旨の届出をす

る場合に使用します。 

 なお、この届出書の提出期限は、延長しようとする貸付期限の到来する日から１か月以内です（提

出期限までに提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部又は一部について納税猶予

の期限が確定します。）。 

 

１ 「４」欄は、延長後の貸付期限の到来後、特定農業生産法人の農業の用に供する予定年月日を記

載してください。 

（注）特定農業生産法人の農業の用に供する予定年月日は、延長後の貸付期限から２か月を経過する

日までに限られます。 

２ 「５」欄は、貸付期限を延長して一時的道路用地等として貸し付けている特定農地等について、

一筆ごとに、次により記載してください。 

(1) 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

(2) 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

(3) 「面積」欄は、次により記載してください。 

イ １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特

例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

ロ １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予

の特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の

計算書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等

として貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

(4) 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を

○で囲んでください。 

(5) 「(2) (1)のうち貸付期限を延長する農地等の面積」欄は、(3)に準じて記載してください。

 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

47 特定農業生産法人に対する特例農地等についての使用貸借による権利の設定に関する届出書 

 

 （新規） 

 

特定農業生産法人に対する特例農地等についての 

使 用 貸 借 に よ る 権 利 の 設 定 に 関 す る 届 出 書 

 

         税務署長 殿 

  平成  年  月  日             〒 

                    届出者 住所                 

氏名                印 

                          （電話番号   －       ） 

※ 該当するものにレ印を記入してください。 

□１．租税特別措置法第 70 条の４第１項の規定の適用を受けている農地等のすべてにつき、租税

特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則（以下「令附則」と

いいます。）第 33 条第３項各号に掲げる要件を満たす農業生産法人（以下「特定農業生産法人」

といいます。）に対し、使用貸借による権利の設定をしたので、所得税法等の一部を改正する

法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」といいます。）第 55 条第３項の規定によ

り届け出ます。 

□２．租税特別措置法第 70 条の４第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代

替農地等のすべてにつき、特定農業生産法人（上記１の届出をする場合には、上記１と同一の

特定農業生産法人）に対し、使用貸借による権利の設定をしたので、法附則第 55 条第５項の

規定により届け出ます。 
権利の設定を受

けた特定農業生

産法人 

名

称

 
所在地

 
区

分

□ 認定農業生産法人 

□ 認定特定農業法人 

贈 与 者 
氏

名

 
住所又

は居所

 
 

届出者が贈与者から農地等を取得した年月日 （昭和・平成）    年  月  日 

届出者の特定農業生産法人における地位等 
（代表権の有無） □ 有  □ 無 

（地    位） □理事 □業務執行権を有する社員 □取 締 役 

届出者が特定農業生産法人の行う農業に従事する日数等の状況  
農 業 に 従 事 す る 日 数     日 

農作業に従事する日数     日 

① 使用貸借による権利の設定の日は、平成  年  月  日です。 

② 使用貸借による権利の設定をした農地等の明細は、別紙「使用貸借による権利の設定をした農地等の明細

書」のとおりです。 

③ 使用貸借による権利の設定については、令附則第 33 条第４項又は第７項若しくは第８項に規定する要件

（裏面参照）を満たしています。 

④  借受代替農地等のすべてに係る使用貸借による権利の存続期間の満了の日（平成 年 月 日）は、

当該借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等に係る賃借権等の存続期間の満了の日（平成 年 月 日）

以後の日となっています。 

（注）④は、法附則第 55 条第５項の規定の適用を受ける場合のみ記載してください。 
 
（添付書類） 

○ 使用貸借による権利の設定を受けた特定農業生産法人が、令附則第 33 条第３項各号に掲げる要件のすべてに該当するこ

とを証する農業委員会の書類 

○ 使用貸借による権利の設定に係る契約書の写しその他の書類で、当該設定が行われたことを明らかにする書類 

○ 次に掲げる農業生産法人の区分に応じそれぞれ次に定める事項を証する市町村長の書類 

   イ 認定農業生産法人である場合 当該認定農業生産法人に係る令附則第 33 条第５項第２号に規定する農業経営改善計

画の認定の日及び当該計画の有効期間の満了の日 

ロ 認定特定農業法人である場合 当該認定特定農業法人に係る令附則第 33 条第５項第３号に規定する特定農用地利用

規程の認定の日及び当該規程の有効期間の満了の日  

○ 法附則第 55 条第５項の規定の適用を受けようとする場合には、令附則第 33 条第７項第３号に規定する特定農業生産法

人の同意を得ていることを明らかにする書類 

(資 12－92－Ａ4統一) 

関与税理士                 印 電話番号  



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

47 特定農業生産法人に対する特例農地等についての使用貸借による権利の設定に関する届出書（続き） 

 

 （新規） 

  

 

 

 

（裏  面） 

 

１ 令附則第 33 条第４項に規定する要件 

法附則第 55 条第３項の規定の適用を受けようとする受贈者は、特定農業生産法人に対する使

用貸借による権利の設定の時の直前において、当該受贈者が有する農地等で贈与税の納税猶予

の特例の適用を受けているもののすべて（貸付特例適用農地等を除きます。）について使用貸借

による権利の設定を行わなければなりません。 

 

２ 租税特別措置法第70条の４第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替

農地等について、法附則第 55条第５項の規定に基づく届出をする場合には、以下の要件を満た

す必要があります。 

（１）令附則第 33条第７項に規定する要件 

   法附則第 55 条第５項の規定の適用を受けようとする受贈者は、次に掲げるところにより、

租税特別措置法第70条の４第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替

農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定をしなければなりません。 

  イ 借受代替農地等のすべてにつき農業経営基盤強化促進法第20条に規定する農用地利用集

積計画の定めるところにより一の特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をす

ること。 

  ロ 受贈者が、贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける農地等（貸付特例適用農地等を除き

ます。）を有している場合には、法附則第 55 条第３項に規定するところにより使用貸借に

よる権利の設定を受けている特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をするこ

と。 

ハ 借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等につき法附則第55条第６項第３号に規定する

賃借権等の存続期間が満了することとなる場合において、当該満了の日から１月を経過す

る日までに上記イの特定農業生産法人に対し当該貸付特例適用農地等について使用貸借に

よる権利の設定を行うことについて、あらかじめ当該特定農業生産法人の同意を得ている

こと。 

ニ 借受代替農地等のすべてに係る使用貸借による権利の存続期間の満了の日が、当該借受

代替農地等に係る貸付特例適用農地等に係る法附則第55条第６項第１号に規定する賃借権

等の存続期間の満了の日以後の日であること。 

（２）令附則第 33条第８項に規定する要件 

   贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける農地等（貸付特例適用農地等を除く。）を有してい

る受贈者で、法附則第 55条第５項の規定の適用を受けようとするものは、次に掲げるところ

により、当該農地等について使用貸借による権利の設定をしなければなりません。 

   イ 受贈者が贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける農地等（貸付特例適用農地等を除きま

す。）のすべてについて、法附則第 55 条第３項の規定の適用を受けて、使用貸借による権

利の設定をすること。 

ロ 上記イの使用貸借による権利の設定及び法附則第55条第５項に規定する借受代替農地等

に係る使用貸借による権利の設定が、同一の日に行われること。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

47  特定農業生産法人に対する特例農地等についての使用貸借による権利の設定に関する届出書（続き） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、贈与税の納税猶予の適用を受けている人（平成 17 年３月 31 日以前の贈与に限られ

ます。）が、租税特別措置法第 70 条の４第１項の規定の適用を受けている農地等のすべてにつき、租

税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17年政令第 103 号）附則（以下「令附則」といいま

す。）第 33 条第３項各号に掲げる要件を満たす農業生産法人（以下「特定農業生産法人」といいます。）

に対し、使用貸借による権利の設定をした場合、又は、租税特別措置法第 70 条の４第８項の規定の適

用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替農地等のすべてにつき、特定農業生産法人に対し、使

用貸借による権利の設定をした場合に、引き続き、贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける場合に使

用してください。 

なお、この届出書の提出期限は、特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした日から

２か月を経過する日までです（提出期限までに提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額

の全部について納税猶予の期限が確定します。）。 

 

１ 租税特別措置法第 70 条の４第１項の規定の適用を受けている農地等のすべてにつき、特定農業生

産法人に対し使用貸借による権利の設定をした場合には、１の□にレ印を記入してください。また、

同条第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替農地等のすべてにつき、特定

農業生産法人に対し、使用貸借による権利の設定をした場合には、２の□にレ印を記入してくださ

い。 

２ 「権利の設定を受けた特定農業生産法人｣欄の「区分」欄は、当該法人が、令附則第 33 条第３項

第１号イに規定する農業生産法人である場合には、「認定農業生産法人」の□にレ印を記入してくだ

さい。また、当該法人が、同号ロに規定する農業生産法人である場合には、「認定特定農業法人」の

□にレ印を記入してください。 

３ 「届出者の特定農業生産法人における地位等｣欄は、届出者が特定農業生産法人の代表権を有して

いるか否か及び理事等に就任しているか否かについて該当するものの□にレ印を記入してください

４ 所得税法等の一部を改正する法律（平成 17年法律第 21 号）附則第 55 条第５項の規定の適用を受

ける場合には、借受代替農地等のすべてに係る使用貸借による権利の存続期間の満了の日及び当該

借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等に係る賃借権等の存続期間の満了の日を「④」欄に記入

してください。 

５ この届出書には、別紙「使用貸借による権利の設定をした農地等の明細書」を必ず添付して提出

してください。 

 



第８ 納税猶予関係 

改  正  後 改  正  前 

 

48 別紙 使用貸借による権利の設定をした農地等の明細書 

 

 

 （新規） 

別 紙 

（注）同法附則第 55 条第５項の規定による使用貸借による権利の設定をした借受代替農地等がある場
合には、番号を○で囲んでください。 

 
(資 12－93－Ａ4統一) 

猶 予 整 理 簿 
使用貸借による権利の設定 

を し た 農 地 等 の 明 細 書 

受 贈 者  

の 氏 名  

 

※ 

 ※ 該当するものにレ印を記入してください。 

□ 1．  所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項の規定による

使用貸借による権利の設定をした農地等の明細は、次のとおりです。 

□ 2．  所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第５項の規定による

使用貸借による権利の設定をした農地等の明細は、次のとおりです。 

 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 面 積 

使用貸借による権

利の設定許可日 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※
印
欄
は
使
用
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

48 別紙 使用貸借による権利の設定をした農地等の明細書（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

この明細書は、贈与税の納税猶予の適用を受けている人（平成 17 年４月１日前の贈与に限られま

す。）が、租税特別措置法第 70 条の４第１項の規定の適用を受けている農地等のすべてにつき、租

税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則第 33 条第３項各号に掲げ

る要件を満たす農業生産法人（以下「特定農業生産法人」といいます。）に対し、使用貸借による権

利の設定をした場合、又は、租税特別措置法第 70 条の４第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用

農地等に係る借受代替農地等のすべてにつき、特定農業生産法人に対し、使用貸借による権利の設定

をした場合に、引き続き、贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける旨の届出を行う場合に、当該使用

貸借による権利の設定をした農地等の明細を「特定農業生産法人に対する特例農地等についての使用

貸借による権利の設定に関する届出書」の別紙として提出する場合に使用してください。 

 

１ 租税特別措置法第 70 条の４第１項の規定の適用を受けている農地等のすべてにつき、特定農業

生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした場合には、1 の□にレ印を記入してください。ま

た、同条第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替農地等のすべてにつき、

特定農業生産法人に対し、使用貸借による権利の設定をした場合には、２の□にレ印を記入してく

ださい。 

２ 所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21号）附則（以下「法附則」といいます。）

第 55 条第３項又は第５項の規定の適用を受ける農地等の明細は、一筆ごとに、次により記載して

ください。 

(1) 「番号」欄は、１筆の農地又は採草放牧地ごとに番号を付してください。 

(2) 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。

(3) 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

(4) 「面積」欄は、納税猶予の特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等

の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載してあるその特例農地等の面積を記載してください

（注）上記(1)から(4)について、借受代替農地等がある場合には、農用地利用集積計画書に基づき記

載してください。 

３ 上記１で「２の□」にレ印をした方は、法附則第 55 条第５項の規定による使用貸借による権利

の設定をした借受代替農地等について、その番号欄の番号を○で囲んでください。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

49 やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないこととなった旨の届出書（平成17年附則） 

 

 （新規） 

 

 

や む を 得 な い 事 由 に よ り 常 時 従 事 者 で あ る 

構 成 員 に 該 当 し な い こ と と な っ た 旨 の 届 出 書 

（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則 第 55 条第３項又は第５項適用分） 

 

関与税理士               印 電話番号  

(資 12－94－Ａ4統一) 

 

 

         税務署長 殿 

 

  平成  年  月  日             〒 

                   届出者 住所                 

                       氏名                印 

                         （電話番号   －       ） 

 

 私は、下記１に記したやむを得ない事由により、平成  年  月  日において常時従事者 

である構成員に該当しないこととなりましたが、引き続き下記２の所得税法等の一部を改正する

法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第４項第１号に規定する特定農業生産法人の理事等と

なっていますので、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則

第 33 条第５項第１号の規定により届け出ます。 

 

記 

 １ やむを得ない事由 
      

  

  

 
 ２ 特定農業生産法人の所在地・名称 
   

所在地                   名 称               
 
 

 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

49 やむを得ない事由により常時従事者である構成員に該当しないこととなった旨の届出書（平成17年附則） 

  （記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、やむを得ない事由により、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年

政令第 103 号）附則第 33 条第３項第３号に規定する常時従事者である構成員に該当しないこととなっ

た場合にその旨を税務署長に届け出るときに使用してください。 

なお、この届出書の提出期限は、原則として、やむを得ない事由により、常時従事者である構成員

に該当しないこととなった日から１か月を経過する日までです。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

50 被設定者が特定農業生産法人に該当することとなった旨の届出書 

 

 （新規） 

 

被設定者が特定農業生産法人に該当することとなった旨の届出書 

 

 

         税務署長 殿 

  平成  年  月  日              〒 

                    届出者 住所                 

                        氏名                印 

                             （電話番号     －       ） 

※ 該当するものにレ印を記入してください。 

□１．認定農業生産法人に係る農業経営基盤強化促進法第 12 条第１項の認定を受けた同項の農業経営改善計画

（同法第 12 条の２第１項の規定による変更の認定があったときは、その変更後のもの）の有効期間が満了

し、当該認定農業生産法人が、当該満了の日から２か月を経過する日までに新たに同法第 12 条第１項の認

定を受け、同法第 12 条の２第１項に規定する認定農業者となりましたので、租税特別措置法施行令の一部

を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則（以下「令附則」といいます。）第 33 条第５項第２号の規

定により届け出ます。 
 

□２．認定特定農業法人に係る農業経営基盤強化促進法第 23 条第１項の認定を受けた同条第７項に規定する特

定農用地利用規程（同法第 23 条の２第１項の規定による変更の認定があったときは、その変更後の農用地

利用規程で同法第 23 条第７項に規定する特定農用地利用規程に該当するもの。次の３において同じです。）

の有効期間が満了し、当該認定特定農業法人が、当該満了の日から２か月を経過する日までに新たに同条第

１項の認定を受け、当該認定に係る特定農用地利用規程において同条第４項に規定する特定農業法人として

定められたので、令附則第 33 条第５項第３号の規定により届け出ます。 
 
□３．認定特定農業法人に係る特定農用地利用規程の有効期間が満了し、当該認定特定農業法人が、当該満了

の日から２か月を経過する日までに新たに農業経営基盤強化促進法第 12 条第１項の認定を受け、同法第 12

条の２第１項に規定する認定農業者となりましたので、令附則第 33 条第５項第４号の規定により届け出ま

す。 
 

特定農業
生産法人
の名称 

 
所在地 

 

農業経営改善計画又は特定農用地利用規程の有効

期間満了年月日 
新たに認定を受けた農業経営改善計画又は特定農用

地利用規程の認定の日及び有効期間満了年月日 
認 定 年 月 日  平成  年  月  日 

 

 
     平成  年  月  日 

有効期間満了日 平成  年  月  日 

※ 上記３に該当する場合には、次の各欄にも記入してください。 

認定農業者である

特定農業生産法人
の名称 

 
所在地

 

届出書の特定農業生産法人における地位等 
（代表権の有無） □ 有  □ 無 

（種    類） □理事 □業務執行権を有する社員 □取 締 役

届出者が特定農業生産法人の行う農業に従事する日数等の状況  
農 業 に 従 事す る 日 数     日 

農作業に従事する日数     日  
 

（添付書類） 

○上記１に該当する場合 

租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成 17 年財務第 37 号）附則（以下「規附則」といいます。）

第 14 条第７項各号に規定する事項について市町村長が証明した書類 

○上記２に該当する場合 

規附則第 14 条第９項各号に規定する事項について市町村長が証明した書類 

○上記３に該当する場合 

① 規附則第 14 条第 11 項各号に規定する事項について市町村長が証明した書類 

② 特定農業生産法人に係る規附則第 14 条第２項に規定する農業委員会が証明した書類 

(資 12－95－Ａ4統一) 

関与税理士                   印 電話番号  



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

50 被設定者が特定農業生産法人に該当することとなった旨の届出書（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、認定農業生産法人に係る農業経営基盤強化促進法第 12条第１項の認定を受けた同項の農

業経営改善計画（同法第 12 条の２第１項の規定による変更の認定があったときは、その変更後のもの）の

有効期間が満了し、当該認定農業生産法人が、当該満了の日から２か月を経過する日までに新たに同法第

12 条第１項の認定を受け、同法第 12 条の２第１項に規定する認定農業者となった場合、又は認定特定農業

法人に係る農業経営基盤強化促進法第23条第１項の認定を受けた同条第７項に規定する特定農用地利用規

程（同法第 23 条の２第１項の規定による変更の認定があったときは、その変更後の農用地利用規程で同法

第 23 条第７項に規定する特定農用地利用規程に該当するもの。以下同じです。）の有効期間が満了し、当

該認定特定農業法人が、当該満了の日から２か月を経過する日までに新たに同条第１項の認定を受け、当

該認定に係る特定農用地利用規程において同条第４項に規定する特定農業法人として定められた場合、又

は認定特定農業法人に係る特定農用地利用規程の有効期間が満了し、当該認定特定農業法人が、当該満了

の日から２か月を経過する日までに新たに農業経営基盤強化促進法第 12 条第１項の認定を受け、同法第 12

条の２第１項に規定する認定農業者となった場合に、その旨を税務署長に届け出るときに使用してくださ

い。 

なお、この届出書の提出期限は、農業経営改善計画又は特定農用地利用規程の有効期間が満了した日か

ら２か月を経過する日までです。 

 

１ 「特定農業生産法人の名称」及び「所在地」欄には、新たに認定を受ける前の特定農業生産法人に係

る名称及び所在地を記入してください。 

２ 認定特定農業法人に係る特定農用地利用規程の有効期間が満了し、当該認定特定農業法人が、当該満

了の日から２か月を経過する日までに新たに農業経営基盤強化促進法第 12 条第１項の認定を受け、同法

第 12 条の２第１項に規定する認定農業者となった場合には、新たに認定を受けた認定農業者である特定

農業生産法人に係る名称、所在地及び届出者の特定農業生産法人における地位等並びに届出者が特定農

業生産法人の行う農業に従事する日数等の状況についても必ず記入してください。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

51 租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成17年政令第103号）附則第33条第５項に規定する届

出書をやむを得ない事情により期限内に提出できなかった旨の届出書 

 

 （新規） 

 

 

租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17年政令 

第 103 号）附則第 33 条第５項に規定する届出書をやむを 

得ない事情により期限内に提出できなかった旨の届出書 

 

 

 

         税務署長 殿 

 

  平成  年  月  日             〒 

                    届出者 住所                 

                        氏名               印 

                          （電話番号   －      ） 

 

 

私は、下記に記したやむを得ない事情により、租税特別措置法施行令の一部を改正する

政令（平成 17 年政令第 103 号）附則第 33 条第５項に規定する届出書を期限内に提出する

ことができませんでしたので、別添の「被設定者が特定農業生産法人に該当することとな

った旨の届出書」及び添付書類とともにその旨を届け出ます。 

 

記 

 
 ○ やむを得ない事情の詳細 

      
 

  

  

 

 

 

 

 

関与税理士                 印 電話番号  

(資 12－96－Ａ4 統一) 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

51 租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成17年政令第103号）附則第33条第５項に規定する届

出書をやむを得ない事情により期限内に提出できなかった旨の届出書（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則第 33

条第５項各号に規定する届出書を期限内に提出することができなかった場合に、その事情の詳細を税

務署長に届け出る場合に使用してください。 

「やむを得ない事由により常時従業者である構成員に該当しないこととなった旨の届出書」又は「被

設定者が特定農業生産法人に該当することとなった旨の届出書」を提出期限までに提出できなかった

場合には、必ずこの届出書を提出してください。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

52 特定農業生産法人に対する貸付特例適用農地等についての使用貸借による権利の設定に関する届出書 

 

 （新規） 

 

特定農業生産法人に対する貸付特例適用農地等についての 

使 用 貸 借 に よ る 権 利 の 設 定 に 関 す る 届 出 書 

 

         税務署長 殿 

  平成  年  月  日             〒 

                     届出者 住所                

                         氏名               印 

                           （電話番号   ―      ） 

※ 該当するものにレ印を記入してください。 

 

□１．所得税法等の一部を改正する法律（平成 17年法律第 21号）附則（以下「法附則」といいます。）
第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした借受代替
農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等の存続期間が満了し、当該特定農業生産法
人に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定
をしたので租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則（以下
「令附則」といいます。）第 33 条第 12 項及び第 14 項の規定により届け出ます。 

 
□２．法附則第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした

借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等を解約し、当該特定農業生産法人
に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定を
したので令附則第 33 条第 17 項の規定により届け出ます。 

 

権利の設定を受

けた特定農業生

産法人 

名

称

 
所在地

 

 

贈 与 者 
氏

名

 
住所又

は居所

 
 

届出者が贈与者から農地等を取得した年月日 （昭和・平成）    年  月  日 

 貸付特例適用農地等であった農地等に係る賃借権

等の存続期間の満了年月日（又は解約年月日） 
   平成  年  月  日 

法附則第 55 条第５項の規定により借受代替農地等について使用貸借による権利の設定を行った 

特定農業生産法人の名称及び所在地 

名 称  所在地  

 

① 貸付特例適用農地等であった農地等に係る使用貸借による権利の設定の日は、平成  年  月  日です。 
 

② 使用貸借による権利の設定をした農地等の明細は、別紙「貸付特例適用農地等であった農地等について使用貸借による権

利の設定をした農地等の明細書」のとおりです。 
 

③ 貸付特例適用農地等であった農地等に係る借受代替農地等の明細は、別紙「貸付特例適用農地等であった農地等に係る借

受代替農地等の明細書」のとおりです。（上記１に該当する場合のみ提出が必要です。） 
 

（添付書類） 

特定農業生産法人に対して行われた使用貸借による権利の設定に係る契約書の写しその他の書類で、当該設定が行われた 

ことを明らかにするもの 

（注）上記２に該当する場合には、上記書類の他に、貸付特例適用農地等のすべてについて賃借権等が解約されたこと及び当

該解約年月日が明らかになるものも併せて提出しなければなりません。 

 

（資12－97－A4統一） 

関与税理士 印 電話番号  



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

52 特定農業生産法人に対する貸付特例適用農地等についての使用貸借による権利の設定に関する届出書 

  （記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」

といいます。）第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした

借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等の存続期間が満了し、当該特定農業生

産法人に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定を

した場合又は法附則第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を

した借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等を解約し、当該特定農業生産法人

に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定をした場

合に、その旨を税務署長に届け出るときに使用してください。 

 なお、この届出書の提出期限は、貸付特例適用農地等に係る賃借権等の存続期間満了の日又は賃借

権等を中途解約により消滅させた日から２か月を経過する日までに特定農業生産法人に対し使用貸借

による権利を設定し、その設定をした日から２か月を経過する日までです（提出期限までに提出しな

かった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部又は一部について納税猶予の期限が確定します。）。

 

１ この届出書を提出するときは、別紙「貸付特例適用農地等であった農地等について使用貸借によ

る権利の設定をした農地等の明細書」を必ず提出してください。 

２ 法附則第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした借受

代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等の存続期間が満了し、当該特定農業生産

法人に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定を

した場合には、別紙「貸付特例適用農地等であった農地等に係る借受代替農地等の明細書」を必ず

提出してください。 

３ 法附則第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした借受

代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等を解約し、当該特定農業生産法人に対し

当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定をした場合に

は、特定農業生産法人に対して行われた使用貸借による権利の設定に係る契約書の写しその他の書

類で当該設定が行われたことを明らかにするものの他に、貸付特例適用農地等のすべてについて賃

借権等が解約されたこと及び当該解約年月日が明らかになるものも併せて提出しなければなりませ

ん。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

53 別紙 貸付特例適用農地等であった農地等について使用貸借による権利の設定をした農地等の明細書 

 

（新規） 

 

別 紙  

猶 予 整 理 簿 貸付特例適用農地等であった農地 

等について使用貸借による権利の 

設 定 を し た 農 地 等 の 明 細 書 

受贈者

の氏名 

 

※ 

  

□ 1.  租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成 17 年財務第 37 号）附則（以下「規

附則」といいます。）第 14 条第 15 項及び第 17 項の規定により使用貸借による権利の設定を

した貸付特例適用農地等であった農地等の明細は、次のとおりです。 

 

□ 2． 税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則第 33 条第 18項

の規定により使用貸借による権利の設定をした貸付特例適用農地等であった農地等の明細

は、次のとおりです。 

 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 面 積

使用貸借による権
利の設定許可日 

農地等として利用
されていないこと
を知った年月日 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注）「農地等として利用されていないことを知った年月日」欄には、上記２に該当する場合において、貸付特例適用

農地等であった農地等についての賃借権等を解約する直前に、当該農地等を借受けていた者の農業の用に供されて

いないものについて、その事実を知った年月日を記入してください。 

                                          (資 12－98－Ａ4統一) 

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

53 別紙 貸付特例適用農地等であった農地等について使用貸借による権利の設定をした農地等の明細書 

  （記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

この明細書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」

といいます。）第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした

借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等の存続期間が満了し、当該特定農業生

産法人に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定

をしたとき又は法附則第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設

定をした借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等を解約し、当該特定農業生産

法人に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定を

したときに、当該農地等の明細を「特定農業生産法人に対する貸付特例適用農地等についての使用貸

借による権利の設定に関する届出書」に必ず添付して税務署長に届け出る場合に使用してください。

 

１ 法附則第 55 条第５項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした借

受代替農地等に係る貸付特例適用農地等についての賃借権等の存続期間が満了し、当該特定農業

生産法人に対し当該貸付特例適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の

設定をした場合は、明細書中の１の□にレ印を記入してください。また、法附則第 55 条第５項の

規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした借受代替農地等に係る貸付

特例適用農地等についての賃借権等を解約し、当該特定農業生産法人に対し当該貸付特例適用農

地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定をした場合は、明細書中の２の

□にレ印を記入してください。 

２ 貸付特例適用農地等であった農地等の明細は、一筆ごとに、次により記載してください。 

⑴ 「番号」欄は、１筆の農地又は採草放牧地ごとに番号を付してください。 

⑵ 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

⑶ 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

⑷ 「面積」欄は、納税猶予の特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の

贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載してあるその特例農地等の面積を記載してください。 

⑸ 明細書中「農地等として利用されていないことを知った年月日」欄には、法附則第 55 条第５

項の規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした借受代替農地等に係

る貸付特例適用農地等についての賃借権等を解約し、当該特定農業生産法人に対し当該貸付特例

適用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定をした場合において、当

該貸付特例適用農地等であった農地等についての賃借権等を解約する直前に、当該農地等を借受

けていた者の農業の用に供されていないものについて、その事実を知った年月日を記入してくだ

さい。 

 



第８ 納税猶予関係 

改  正  後 改  正  前 

 

54 別紙 貸付特例適用農地等であった農地等に係る借受代替農地等の明細書 

 

（新設） 

別 紙 

猶 予 整 理 簿 
貸付特例適用農地等であった農地 

等に係る借受代替農地等の明細書 

受贈者

の氏名 

 

※ 

 

 

租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成 17 年財務第 37号）附則第 14条第 15 項

及び第 17 項の規定により貸付特例適用農地等であった農地等に係る借受代替農地等の明細は、

次のとおりです。 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地  目 面  積 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

(資 12－99－Ａ4統一) 

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

54 別紙 貸付特例適用農地等であった農地等に係る借受代替農地等の明細書（記載方法等） 

 

（新設） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

この明細書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第５項の

規定により特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をした借受代替農地等に係る貸付特

例適用農地等についての賃借権等の存続期間が満了し、当該特定農業生産法人に対し当該貸付特例適

用農地等であった農地等のすべてについて使用貸借による権利の設定をしたので租税特別措置法施

行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則第 33 条第 12 項及び第 14 項の規定により

税務署長にその旨を届け出る場合に、当該貸付特例適用農地等であった農地等に係る借受代替農地等

の明細を「特定農業生産法人に対する貸付特例適用農地等についての使用貸借による権利の設定に関

する届出書」に必ず添付して税務署長に届け出る場合に使用してください。 

 

１ 「番号」欄は、１筆の農地又は採草放牧地ごとに番号を付してください。 

２ 「農地等の所在地番」、「地目」及び「面積」欄は、農用地利用集積計画書に基づき記載してくだ

さい。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

55 使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は分割合併法人が特定農業生産法人に該当する 

旨の届出書 

 

（新設） 

 

使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は 

分割承継法人が特定農業生産法人に該当する旨の届出書 

（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17年法律第 21号）附則第 55条第３項又は第５項適用分） 
 

 

         税務署長 殿 

  平成  年  月  日             〒 

                     届出者 住所                 

                         氏名               印 

 （電話番号   －      ） 

 

  平成  年  月  日に使用貸借による権利の設定を受けた「１」の特定農業生産法人が合

併又は分割により消滅又は分割しましたが、「２」の合併法人又は分割承継法人が使用貸借による

権利の全部を引き継ぎ、かつ、特定農業生産法人に該当するので所得税法等の一部を改正する法律

（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」といいます。）第 55 条第９項の規定により届け出

ます。 

１
合併又は分割に

より消滅又は分

割した法人 

名称
 

 
所在地

 

 

２
合併法人又は 

分割承継法人 
名称

 
所在地

 区

分

□ 認定農業生産法人

□ 認定特定農業法人

届出者の特定農業生産法人における地位等 
（代表権の有無） □ 有  □ 無 

（地    位） □理事 □業務執行権を有する社員 □取締役 

届出者が特定農業生産法人の行う農業に従事する日数等の状況 
農 業 に 従 事 す る 日 数     日 

農作業に従事する日数     日 

 

１ 法附則第 55 条第３項又は第５項の規定に基づき使用貸借による権利の設定を受けた特定農業

生産法人が合併又は分割した日は、平成  年  月  日です。 

２ 合併又は分割により消滅又は分割した特定農業生産法人から合併法人又は分割承継法人が使

用貸借による権利を引き継いだ日は、平成  年  月  日です。 

３ 合併又は分割により消滅又は分割した特定農業生産法人から合併法人又は分割承継法人が使

用貸借による権利を引き継いだ農地等の明細は別紙「使用貸借による権利を引き継いだ農地等の

明細書」のとおりです。 

 

（添付書類） 
○ 合併により消滅し、又は分割をした特定農業生産法人から当該合併に係る合併法人又は当該分

割に係る分割承継法人が使用貸借による権利の全部を引き継いだことを証する書類 
○ 合併に係る合併法人又は分割に係る分割承継法人が租税特別措置法施行令の一部を改正する

政令（平成 17 年政令第 103 号）附則第 33 条第３項各号に掲げる要件のすべてに該当することを
証する当該合併法人又は当該分割承継法人の所在地を管轄する農業委員会の書類 

○ 合併に係る合併法人又は分割に係る分割承継法人の登記事項証明書その他の当該合併法人又
は当該分割承継法人に該当することを証する書類 

（資１２－１００－Ａ４統一）

 

関与税理士 印 電話番号  



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

55 使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は分割合併法人が特定農業生産法人に該当する 

旨の届出書（記載方法等） 

 

（新設） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項又は第

５項の規定に基づき使用貸借による権利の設定を受けた特定農業生産法人が合併又は分割した場合に、

合併後の合併法人又は分割承継法人が当該使用貸借による権利の全部を引き継いだ場合にその旨を税

務署長に届け出るときに使用してください。 

なお、この届出書の提出期限は、特定農業生産法人が合併により消滅した日又は分割した日から２か

月を経過する日までです（提出期限までに提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部

について納税猶予の期限が確定します。）。 

 

１ 「合併法人又は分割承継法人｣の「区分」欄は、合併法人又は分割承継法人が、租税特別措置法施

行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則令附則第 33 条第３項第１号イに規定する

農業生産法人である場合には、「認定農業生産法人」の□にレ印を記入してください。また、当該法

人が、同号ロに規定する農業生産法人である場合には、「認定特定農業法人」の□にレ印を記入して

ください。 

２ 「届出者の特定農業生産法人における地位等｣欄は、届出者が合併後の合併法人又は分割承継法人

に係る特定農業生産法人の代表権を有しているか否か及び理事等に就任しているか否かについて該

当するものの□にレ印を記入してください。 

３ この届出書には、別紙「使用貸借による権利を引き継いだ農地等の明細書」を必ず添付して提出し

てください。 

 
 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

56 別紙 使用貸借による権利を引き続いだ農地等の明細書 

 

（新設） 

 

別 紙 

猶 予 整 理 簿使 用 貸 借 に よ る 権 利 を 引 き 

継 い だ 農 地 等 の 明 細 書 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17年法律 

第 21 号）附則第 55 条第３項又は第５項適用分 

受贈者

の氏名 
 ※ 

  

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」といいます。）

第 55 条第９項に定める合併又は分割により消滅又は分割した特定農業生産法人から合併法人又は

分割承継法人が使用貸借による権利の全部を引き継いだ農地等の明細は、次のとおりです。 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 面 積 

使用貸借による権

利の設定許可日 

    

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

（注）法附則第 55 条第５項の規定による使用貸借による権利の設定をした借受代替農地等がある場合には、
番号を○で囲んでください。 

(資 12－101－Ａ4統一) 

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

56 別紙 使用貸借による権利を引き続いだ農地等の明細書（記載方法等） 

 

（新設） 

 

記 載 方 法 等 

 この明細書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」

といいます。）第 55 条第３項又は第５項の規定に基づき使用貸借による権利の設定を受けた特定農業

生産法人が合併又は分割した場合に、合併後の合併法人又は分割承継法人が当該使用貸借による権利

の全部を引き継いだ場合にその旨を税務署長に届け出るときに、使用貸借による権利を引き継いだ農

地等の明細を「使用貸借による権利の全部を引き継いだ合併法人又は分割承継法人が特定農業生産法

人に該当する旨の届出書」に添付して提出する場合に使用してください。 

１ 使用貸借による権利を引き継いだ農地等の明細は、１筆ごとに、次により記載してください。

(1) 「番号」欄は、１筆の農地又は採草放牧地ごとに番号を付してください。 

(2) 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。

(3) 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

(4) 「面積」欄は、納税猶予の特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等

の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載してあるその特例農地等の面積を記載してください

（注）上記(1)から(4)について、借受代替農地等がある場合には、農用地利用集積計画書に基づき記

載してください。 

２ 法附則第 55 条第５項の規定による使用貸借による権利の設定をした借受代替農地等については

その番号欄の番号を○で囲んでください。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

57 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等として 

の貸付けに関する承認申請書 

 

（新設） 

 

 
 

(資 12－102－1－Ａ4統一) 

 

整理簿番号
※ 

   
   

                      〒 

       税務署長 殿        住 所               

申請者 

  年  月  日提出        氏 名          ㊞ 電話          

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」といいます。）

第 55 条第３項の規定により届け出た農地等について、租税特別措置法第 70 条の４第 16 項に規定

する一時的道路用地等の用に供するため、当該農地等に係る使用貸借による権利を消滅させ、当

該用に供するために地上権等の設定に基づき貸付けを行った下記農地等については法附則第 55条

第 10 項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年

政令第 103 号）附則第 33 条第 20 項の規定により承認申請します。 

 

１ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等に関する事項

法附則第 55 条第３項の規定により届け出た農地等のうち一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき

貸し付けた農地等の明細は、付表のとおりです。 

２ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等の貸付けに関
する事項 

貸付先（事業施行者） 

の名称 
名称  所在地

 

 

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
貸

付

期

間 貸 付 期 限 平成   年   月   日 

地 上 権 等 の 登 記 
の   有   無 有 ・ 無 

 

⑴ 

一時的道路

用地等の用に

供するために

地上権等の設

定に基づき貸

し付けた農地

等に関する事

項 

 賃 貸 料 の 金 額 円 ・ 無 償 

事 業 名  
(2) 

一時的道路用地等に係る事業等に関する事項 

 使 用 目 的  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等を当該貸付け
の直前に使用貸借による権利の設定を行っていた特定農業生産法人の農業の用に供する予定年月日

 承認申請する一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等については、

平成  年  月  日までに当該貸付けの直前に使用貸借による権利の設定を行っていた特定農業生産法人

の農業の用に供する予定です。 

関与税理士                印 電話番号  

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている

農地等の一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書

（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項適用分）

税務署
受付印

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

57 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等として 

の貸付けに関する承認申請書（記載方法等） 

 

（新設） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この承認申請書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附

則」といいます。）第 55 条第３項の規定の適用を受けている人が、納税猶予の適用を受けている間に、

同項の規定に基づき特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をしている農地等（以下「特

例農地等」といいます。）の全部又は一部を一時的道路用地等（道路に関する事業、河川に関する事業、

鉄道事業、その他これらの事業に準ずる事業として当該事業に係る主務大臣が認定したもののために

一時的に使用する道路、水路、鉄道その他の施設の用地で代替性のないものとして主務大臣が認定し

たものをいいます。）の用に供するため地上権、賃借権又は使用貸借による権利（以下「地上権等」と

いいます。）の設定若しくは土地収用法に基づく土地を使用する権利（土地収用法第 101 条第２項の規

定に基づくものに限ります。）に基づき貸付けを行った場合に、当該貸付けに係る期限の到来後遅滞な

く当該一時的道路用地等の用に供していた特例農地等を特定農業生産法人の農業の用に供する見込み

であることにつき税務署長の承認を受ける場合に使用してください。 

なお、この申請書の提出期限は、その地上権等の設定に基づき貸付けを行った日から１か月以内で

す（提出期限までに提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部又は一部について納

税猶予の期限が確定します。）。 

 

１ ２(1)の「地上権等の登記の有無」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権

等の設定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」

を○で囲んでください。 

２ ２(1)の「賃貸料の金額」欄は、賃貸料の授受がある場合には、年間の賃貸料の金額（貸付期間内

の賃貸料を一括で受領した場合には、その総額）を記載し、賃貸料の授受がない場合には、「無償」

を○で囲んでください。 

３ ２(2)の「使用目的」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に係る事業施行者の使

用目的を具体的に記載してください。 

４ 「３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等を当該貸

付けの直前に使用貸借による権利の設定を行っていた特定農業生産法人の農業の用に供する予定年

月日」欄には、承認申請を行う特例農地等の貸付期限到来後、特定農業生産法人の農業の用に供す

る予定年月日を記載してください。 

５ この承認申請書には付表も併せて提出してください。 

６ この承認申請書には、次の書類を添付してください。 

(1) 承認の適用を受けようとする特例農地等について、主務大臣が一時的道路用地等に係る代替性の

ない施設の用地として認定（当該一時的道路用地等に係る事業が道路に関する事業、河川に関す

る事業、鉄道事業以外のものである場合には、これらの事業に準ずる事業としての認定を含みま

す。）を行ったことを証する書類 

(2) 一時的道路用地等に係る事業施行者との間の地上権等の設定に基づき農地等を一時的道路用地

等の用に供するために貸し付ける旨の契約書の写し（その農地等を貸し付ける日及び貸付期限の

記載のあるものに限ります。）又は土地収用法の規定に基づく裁決書で当該農地等を使用するた

めのものの写し若しくは収用委員会の勧告に基づく和解により作成された和解調書で当該農地

等を使用するためのものの写し 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

58 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等として 

の貸付けに関する承認申請書（付表） 

 

（新設） 

 

  

（資１２－１０２－２－Ａ４統一） 

 

整理簿番号
※ 

 
 

１ 所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項の規定により

届け出た農地等に関する事項 
農地等を贈与

により取得し

た年月日 
平成   年   月   日 

贈 与 者 
氏
名

 

 
住 所

 

 

使用貸借によ
る権利を設定
していた特定

農業生産法人

名
称

 

所在地

 

２ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等の明細 

番
号

農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 貸付け直前 
の利用状況 

面 積 
地上権等の登記
の有無 

（     ）㎡

１

   
 

㎡
有・無 

（     ） 

２

   

有・無 

（     ） 

３

   

有・無 

（     ） 

４

   

有・無 

（     ） 

５

 
 

  

有・無 

（     ） 

６

 
 

  
 
 

有・無 

（     ） 

７

 
 

  

有・無 

（     ） 

８

 
 

  

有・無 

（     ） 

９

 
 

  

有・無 

（     ） 

10

 

 

  

有・無 

（     ）㎡

 合 計 
㎡

 

（添付書類） 

１．租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成 17 年財務第 37 号）附則（以下「規附則」

という。）第 14 条第 23 項第１号に規定する主務大臣が一定の事項について証明した書類 

２．規附則第 14 条第 23 項第２号に規定する事業施行者との契約書等の写し等 

 

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等

の一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書（付表）

（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17年法律第 21号）附則第 55 条第３項適用分）

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

58 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての 

貸付けに関する承認申請書（付表）（記載方法等） 

 

（新設） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この承認申請書（付表）は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55

条第３項の規定の適用を受けている人が、納税猶予の適用を受けている間に、同項の規定に基づき特

定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定をしている農地等（以下「特例農地等」といいます。）

の全部又は一部を一時的道路用地等（道路に関する事業、河川に関する事業、鉄道事業、その他これ

らの事業に準ずる事業として当該事業に係る主務大臣が認定したもののために一時的に使用する道路

水路、鉄道その他の施設の用地で代替性のないものとして主務大臣が認定したものをいいます。）の用

に供するため地上権、賃借権又は使用貸借による権利（以下「地上権等」といいます。）の設定若しく

は土地収用法に基づく土地を使用する権利（土地収用法第 101 条第２項の規定に基づくものに限りま

す。）に基づき貸付けを行った場合に、当該貸付けに係る期限の到来後遅滞なく当該一時的道路用地等

の用に供していた特例農地等を特定農業生産法人の農業の用に供する見込みであることにつき税務署

長の承認を受ける場合の承認申請書に添付して使用してください。 

 

○ 「２」欄は、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地

等について、１筆ごとに、次により記載してください。 

１ 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

２ 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

３ 「貸付直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地など、具体的な利用状況を記

載してください。 

４ 「面積」欄は、次により記載してください。 

(1) １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」

に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

(2) １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の

特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等として

貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

５ 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○で

囲んでください。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

59 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての 

貸付けに関する承認申請に対する承認（却下）書（通知用）（平成17年附則第55条第10項） 

 

（新設） 

 

 

                                                       第    号

  

      住 所 又 は 

      所在地（納税地）                   

      氏 名 又 は 

      名 称                 殿              平成    年    月    日

 

 

                                            税務署長          □印  

 

 

特 定 農 業 生 産 法 人 に 対 し 使 用 貸 借 に よ る 権 利 の 

設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての 

貸付けに関する承認申請に対する承認（却下）書 

            所 得 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 

            法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 10 項 

  

  平成  年  月  日付で申請のありました、所得税法等の一部を改正する 

 法律（平成 17 年法律第 21号） 附則第 55 条第 10 項の規 定に基づく承認 申請 を 

     いたします。 

 

       

                                            

                                            

 

     （注）１ この承認を受けた日の翌日から起算して１年を経過するごとの日までに、継続貸付届出書を

納税地の所轄税務署長に提出してください。 

        ２ 当該承認に係る貸付期限の到来により地上権等が消滅した場合又は当該貸付期限の到来前に

地上権等の解約が行われたことにより当該地上権等が消滅した場合には、その消滅した旨、当

該農地等を特定農業生産法人の農業の用に供している旨等を記載した届出書等を当該地上権等

の消滅した日から２か月以内に、納税地の所轄税務署長に提出してください。 

 

（ ）枚のうち（ ）枚目 

                                                （資 12－102－4－Ａ４統一）

（通知用） 

承 認 

却 下 

この通知に係る処分の理由 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

59 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての 

貸付けに関する承認申請に対する承認(却下)書（通知用）（使用目的）(平成17年附則第55条第10項) 

 

（新設） 

 

 

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の 

    一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請に対する承認（却下）書（通知用） 

   〔所得税法等の一部を改正する法律（平成17年法律第21号）附則第55条第10項〕 

 

  使用目的 

   この承認（却下）書は、「特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農

地等の一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書」が提出された場合において、その

申請に対して承認又は却下の通知を行う場合に使用するものである。 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

60 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての 

貸付けに係る継続貸付届出書 

 

（新設） 

 

 

 
 (資 12－103－Ａ4統一) 

猶予整理簿
※ 

 
 

   
                       〒 

       税務署長 殿        住 所               

届出者 

  年  月  日提出         氏 名             ㊞ 電話       

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 10 項の規定の適用を受けている
下記の一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等については、同項
の規定の適用を引き続き受けたいので、同条第 11項の規定により届け出ます。 
 

１ 贈与により農地等を取得した年月日 昭和・平成   年   月   日 

２ 贈与者 氏名  住所又は居所  

３ 一時的道路用地等としての貸付けに係る承認等に関する事項 

(1) 承認申請書の提出年月日 平成    年    月    日 

(2) (1)の承認申請に対する承認年月日 平成    年    月    日 

※(1)の承認申請に係る承認通知を受領していない場合には、(1)の承認申請書を提出した日から１月を経過した日を記載してください。 

４ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた貸付先等に関する事項 

(1) 貸付先（事業施行者）の名称等 名 称  所在地  

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
(2) 貸付期間 

貸 付 期 限 平成   年   月   日 

事 業 名  (3) 一時的道路用地等に係る事業等に関

する事項 使 用 目 的  

※ 貸付期間の変更がある場合には、新たな届出書等の提出が必要となりますので、税務署にお尋ねください。 

５ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等の明細 

番

号 
農 地 等 の 所 在 地 番 地 目 

貸付け直前

の利用状況
面  積 

地上権等の 

登記の有無 
（     ）㎡

１    
       ㎡

有 ・ 無 

（     ） 
２    

 
有 ・ 無 

（     ） 
３  

 
 
 

 
  

有 ・ 無 

（     ） 
４    

 
有 ・ 無 

（     ） 
５  

 
 
 

 
  

有 ・ 無 

（     ） 
６    

 
有 ・ 無 

（     ） 
７    

 
有 ・ 無 

（     ） 
８    

 
有 ・ 無 

（     ） 
９    

 
有 ・ 無 

（     ） 
10    

 
有 ・ 無 

（     ）㎡
 合 計 

       ㎡
 

一時的道路用地等の用に供されている農地等について引き続き借り受けている旨及び一時的道路用地等に係る事業を引き続
き施行している旨を証する事業施行者の書類…（別添のとおり） 

関与税理士                 印 電話番号  

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている

農地等の一時的道路用地等としての貸付けに係る継続貸付届出書

（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項適用分）

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

60 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての 

貸付けに係る継続貸付届出書（記載方法等） 

 

（新設） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」

といいます。）第 55 条第 10 項の規定の適用を受けている人が、一時的道路用地等としての貸付けに関

する承認を受けた日の翌日から起算して１年を経過するごとの日までに、一時的道路用地等としての

貸付特例の適用を引き続き受けたい旨の届出（継続届出）を行う場合に使用してください。 

 

１ ３(2)の「(1)の承認申請に対する承認年月日」欄は、次により記載してください。 

(1)  承認申請に係る承認通知書を受領している場合には、税務署長が承認した日を記載して 

ください。 

(2) 承認申請に係る承認通知書を受領していない場合には、３(1)の「承認申請書の提出年 

月日」欄に記載した日から１月を経過した日を記載してください。 

２ 「５」欄は、一時的道路用地等として貸し付けている法附則第 55 条第３項の規定の適用を受けて

いる特例農地等について、１筆ごとに、次により記載してください。 

⑴ 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

⑵ 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

⑶ 「貸付け直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地など、具体的な利用状況を

記載してください。 

⑷ 「面積」欄は、次により記載してください。 

イ １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」

に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

ロ １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の

特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等として

貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

⑸ 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○で

囲んでください。 

３ この届出書には、「５｣欄の土地について一時的道路用地等の用に供されている農地等について引

き続き借り受けている旨及び一時的道路用地等に係る事業を引き続き施行している旨を証する事業

施行者の書類を添付してください。 

４ 貸付期間の変更がある場合には、新たな届出書等の提出が必要となりますので、詳しくは税務署

にお尋ねください。 



第８ 納税猶予関係 

改  正  後 改  正  前 

 

61 所得税法等の一部を改正する法律（平成17年法律第21号）附則第55条第11項に規定する継続貸付届出

書をやむを得ない事情により期限内に提出できなかった旨の届出書 

 

 （新規） 

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17年法律第 21号）附則第 55条 

第 11 項に規定する継続貸付届出書をやむを得ない事情により期限内に提 

出できなかった旨の届出書 

 

 

 

         税務署長 殿 

 

  平成  年  月  日              〒 

                    届出者 住所                  

                        氏名                印 

                          （電話番号   －       ） 

 

 

私は、下記に記したやむを得ない事情により、所得税法等の一部を改正する法律 

（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 11 項に規定する届出書を期限内に提出す 

ることができませんでしたので、別添「特定農業生産法人に対し使用貸借による権 

利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸付けに係る継続貸付届 

出書」及び添付書類とともにその旨を届け出ます。 

 

 

記 

 
 ○ やむを得ない事情の詳細 

      

  

 

 

 

 

 
 

(資 12－104－Ａ4統一)

 

関与税理士                               印 電話番号  



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

61 所得税法等の一部を改正する法律（平成17年法律第21号）附則第55条第11項に規定する継続貸付届出書

をやむを得ない事情により期限内に提出できなかった旨の届出書（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 11 項に規

定する届出書を期限内に提出することができなかった場合に、その事情の詳細を税務署長に届け出る

場合に使用してください。 

「特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等とし

ての貸付けに係る継続貸付届出書」を提出期限までに提出できなかった場合には、必ずこの届出書を

提出してください。 

 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

62 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書（平成17年附則） 

 

（新規） 

 

 
 

（資 12－105－A4 統一） 

 

 
猶予整理簿 

 

※ 
 
 

   
                      〒 

       税務署長 殿        住 所             
届出者 

  年  月  日提出        氏 名                 ㊞ 電話        

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則（以下「法附則」といいます。）第 55 条第 10 項の規定の

適用を受けている下記の一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等については、貸

付期限の到来・地上権等の解約により、平成  年  月  日に地上権等が消滅したので、租税特別措置法施行令の一部を

改正する政令（平成 17年政令第 103 号）附則第 33条第 24 項の規定により届け出ます。 

１ 贈与により農地等を取得した年月日 昭和・平成   年   月   日 

２ 贈 与 者 氏名  住所又は居所  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた貸付先等に関する事項 

(1) 貸付先（事業施行者）の名称等 名称  所在地  

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
(2) 貸付期間 

貸 付 期 限 平成   年   月   日 

事 業 名  (3) 一時的道路用地等に係る事業等に関

する事項 使 用 目 的  

４ 一時的道路用地等としての貸付け終了後の農地等の明細（この届出書の提出日現在） 

(1) 一時的道路用地等として貸し付けていた農地等 (2)(1)のうち貸付け終了後の土地利用状況等 

番

号 
農地等の所在地番 地目 

貸付け直前

の利用状況 
面 積 

地上権等の

登記の有無

特定農業生産法人に対

し使用貸借による権利

の設定を行った日（予定

日） 

特定農業生産法

人の農業の用に

供されている

（供する）面積

現在（今後）の利

用状況 

（   ）㎡ 
１ 

 
   

    ㎡  
有・無 

  年 月 日 

 

   ㎡ 

 
 

（    ） 
２    

 
有・無    

（    ） 
３ 

 

 

 

 

 

  
有・無    

（    ） 
４    

 
有・無    

（    ） 
５ 

 

 

 

 

 

  
有・無    

（    ） 
６    

 
有・無    

（    ） 
７    

 
有・無    

（    ） 
８    

 
有・無    

（    ） 
９    

 
有・無    

（    ） 
10    

 
有・無    

（   ）㎡ 
 合 計 

     ㎡ 

 

 

 

  

    ㎡ 

 

 

 

（３）(2)の土地について 

① 一時的道路用地等の用に供されていた土地が農地等に復したこと及び法附則第55条第10項の規定の適用を受けている受贈者が特定農業生

産法人に対し使用貸借による権利の設定をしていること又は遅滞なく設定をする見込みであることを証する農業委員会の書類 

② 一時的道路用地等の用に供していた農地等を借り受ける契約が終了したこと及び終了した日を証する事業施行者の書類 

③ 租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成 17 年財務第 37 号）附則第 14 条第 28 項第２号及び第３号に掲げる書類 

については別添のとおりです。 

関与税理士 印 電話番号  

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行ってい
る農地等の一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が
消滅した旨の届出書 
（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項適用分）  

※
印
欄
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

62 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書（平成17年附則）（記載方法等） 

 

 （新規） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 
この届出書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 10 項の

規定の適用を受けている人が、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付

けられていた特例農地等について、貸付期限の到来により地上権等が消滅した場合又は貸付期限の到

来前に地上権等の解約が行われたことによりその地上権等が消滅した場合に、地上権等が消滅した旨

及び貸し付けられていた特例農地等を特定農業生産法人の農業の用に供している（供する予定である）

旨の届出をする場合に使用してください。 

なお、この届出書の提出期限は、その地上権等の消滅した日から２か月以内です（提出期限までに

提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部又は一部について納税猶予の期限が確定

します。）。 

 

１ この届出書の本文中、地上権等の消滅理由が貸付期限の到来による場合は、「地上権等の解約」の

文字を、地上権等の解約による場合は、「貸付期限の到来」の文字を二重線で抹消してください。 

２ この届出書の本文中、平成  年  月  日には、地上権等が消滅した日を記載してください。

３ 「４」欄は、一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が消滅した特例農地等について、

１筆ごとに、次により記載してください。 

(1) 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

(2) 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

(3)  「貸付け直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地など、具体的な利用状況

を記載してください。 

(4) 「面積」欄は、次により記載してください。 

イ １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」

に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

ロ １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の

特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等として

貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

(5) 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○で

囲んでください。 

４ 「特定農業生産法人の農業の用に供されている（供する）面積」欄は、一時的道路用地等として

貸し付けていた部分のうち、特定農業生産法人の農業の用に供されている（供する予定の）面積を

記載してください。 

５ 「現在（今後）の利用状況」欄は、上記３(3)に準じて現在（今後）の利用状況について記載して

ください。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

63 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る貸付期限の延長届出書（平成17 年附則） 

 

 （新規） 

 

 

 

                                         （資１２－１０６－Ａ４統一）     

猶予整理簿 
※ 

 

 

   
                      〒 

       税務署長 殿        住 所              
届出者 

  年  月  日提出        氏 名                ㊞ 電話       

 

所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 10 項の規定の適用を受けている下記の一時的道路用地等の用に供

するための農地等の貸付けについて、当該一時的道路用地等に係る事業の施行の遅延により、その貸付期限が延長されることとなりましたが、

引き続き同項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103 号）附則第 33 条第 26 項の規

定により届け出ます。 

１ 贈与により農地等を取得した年月日 昭和・平成   年   月   日 

２ 贈与者 氏名  住所又は居所  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた貸付先等に関する事項 

(1) 貸付先（事業施行者）の名称等 名称  所在地  

貸付けを行った日 平成   年   月   日 
(2) 貸付期間 

延長前の貸付期限 平成   年   月   日 

事 業 名  (3) 一時的道路用地等に係る事業等に関

する事項 使 用 目 的  

４ 貸付期限延長後の一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた農地等を特定農業生産法人の農業の用に供す
る予定年月日 

  延長の届出をする一時的道路用地等の用に供されている農地等については、平成  年  月  日までに特定農業生産法人の農業の用
に供する予定です。 

５ 貸付期限を延長して一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けている農地等の明細 

(1) 一時的道路用地等として貸し付けている農地等 

番

号
農 地 等 の 所 在 地 番  地 目 面  積 地上権等の登記の有無 

(2) 

(1)のうち貸付期限を延長す

る農地等の面積 

（     ）㎡ （     ）㎡ 
１   

       ㎡
有 ・ 無 

       ㎡ 

（     ） （     ） 
２   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
３

 
 

 
 
  

有 ・ 無 
 

（     ） （     ） 
４   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
５

 
 

 
 
  

有 ・ 無 
 

（     ） （     ） 
６   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
７   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
８   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
９   

 
有 ・ 無 

 

（     ） （     ） 
10   

 
有 ・ 無 

 

（     ）㎡ （     ）㎡ 
 合 計 

      ㎡  
 

       ㎡ 

(3) (2)の土地について一時的道路用地等に係る事業及び施設の用地として貸付期限を延長することとなった事情を記載した事業施行者の書

面及び租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成 17 年財務第 37 号）附則第 14 条第 30 項に規定する契約書等の写し…（別添のと

おり） 

関与税理士 印 電話番号 
 

特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を 
行っている農地等の一時的道路用地等としての貸付け 
に係る貸付期限の延長届出書 
（所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第３項適用分）

 

※
印
欄
に
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

63 特定農業生産法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一時的道路用地等としての貸

付けに係る貸付期限の延長届出書（平成17年附則）（記載方法等） 

 

 （省略） 

 

 

 

記 載 方 法 等 

 

この届出書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第 10 項の

規定の適用を受けている人が、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付

けられていた特例農地等について、一時的道路用地等に係る事業の遅延により、貸付期限が延長され

ることとなったため、一時的道路用地等としての貸付特例の適用を引き続き受けたい旨の届出をする

場合に使用します。 

 なお、この届出書の提出期限は、延長しようとする貸付期限の到来する日から１か月以内です（提

出期限までに提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部又は一部について納税猶予

の期限が確定します。）。 

 

１ 「４」欄は、延長後の貸付期限の到来後、特定農業生産法人の農業の用に供する予定年月日を記

載してください。 

（注）特定農業生産法人の農業の用に供する予定年月日は、延長後の貸付期限から２か月を経過する

日までに限られます。 

２ 「５」欄は、貸付期限を延長して一時的道路用地等として貸し付けている特定農地等について、

１筆ごとに、次により記載してください。 

(1) 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

(2) 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

(3) 「面積」欄は、次により記載してください。 

イ １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特

例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算

書」に記載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

ロ １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予

の特例の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の

計算書」に記載してあるその特例農地等の面積を上欄（  ）内に記載し、一時的道路用地等

として貸し付けた部分の面積を下欄に記載してください。 

(4） 「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設

定登記を行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○

で囲んでください。 

(5)  「(2) (1)のうち貸付期限を延長する農地等の面積」欄は、(3)に準じて記載してください。

 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

67 （裏）記載方法等（２号承認申請書） 

 

41 （裏）記載方法等（２号承認申請書） 

 

（裏） 記載方法等（２ 号承認申請書）  

１  この申請書は、平成３年１月１日から同年12月31日までの間に開始した相続（遺贈）に係る相続税につい

て相続税の納税猶予の適用を受けている人が、平成９年４月１日現在において特定市街化区域農地等に該当

する農地又は採草放牧地の上に、住宅金融公庫又は農業協同組合等から融資を受けて共同住宅を新築し又は

独立行政法人都市再生機構から共同住宅を取得し、かつ、当該共同住宅を自ら賃貸する場合の転用をする見

込みにつき税務署長の承認を受ける場合に使用してください。 

２  この申請書の「２」欄の「(1) 共同住宅に関する事項」欄は、原則として独立行政法人都市再生機構等

から受領した「新築又は取得に係る共同住宅に関する証明書」に従って記載してください。 

なお、次の点に注意してください。 

⑴ 「棟別」欄には、共同住宅の棟別の名称を記載してください（ 名称が定まっていない場合には、仮称を

記載してください。） 。 

⑵ 「独立部分の数」欄及び「共同住宅の床面積」欄は、その共同住宅全体の独立部分の数又は床面積を記

載します。 

⑶ 「独立部分の床面積」欄には、共同住宅内の各独立部分の面積のうち最も広い独立部分の面積と最も狭

い独立部分の面碩の双方を記載してください。 

⑷ 「独立部分3.3 ㎡当たりの取得価額」欄は、取得予定価額の記載となります。 

⑸ 「各棟ごとの敷地の明細」欄及び「各棟の敷地面積」欄については、１ 棟ごとの共同住宅の敷地となっ

ている土地の所在地及びその敷地面積を記載します。また、図面など具体的に各棟と敷地との位置関係を

表示したものを添付してください。 

３  この申請書の「２」欄の「(2) 新築又は取得に関する事項」欄は、原則として住宅金融公庫から受領した

「共同住宅の新築資金の融資確約書」・「適正家賃に係る証明書の発行同意書」又は農業共同組合等から受

領した「共同住宅の新築資金の融資確約書」に従って記載してください。 

なお、「融資条件の明細」欄には、当該融資に係る担保に関する予定を記載してください。 

４  この申請書を提出する前に、市又は区において、承認を受けて転用しようとする特例農地等が平成９年４

月１日において特定市街化区域農地等に該当する旨の証明書の交付を受け、この申請書に添付してください。

５ この承認申請書には、付表もありますのでご注意ください。 

（裏） 記載方法等（２ 号承認申請書）  

１  この申請書は、平成３年１月１日から同年12月31日までの間に開始した相続（遺贈）に係る相続税につい

て相続税の納税猶予の適用を受けている人が、平成９年４月１日現在において特定市街化区域農地等に該当

する農地又は採草放牧地の上に、住宅金融公庫又は農業協同組合等から融資を受けて共同住宅を新築し又は

独立行政法人都市再生機構から共同住宅を取得し、かつ、当該共同住宅を自ら賃貸する場合の転用をする見

込みにつき税務署長の承認を受ける場合に使用してください。 

２  この申請書の「２」欄の「(1) 共同住宅に関する事項」欄は、原則として都市基盤整備公団等から受領

した「新築又は取得に係る共同住宅に関する証明書」に従って記載してください。 

なお、次の点に注意してください。 

⑴ 「棟別」欄には、共同住宅の棟別の名称を記載してください（ 名称が定まっていない場合には、仮称を

記載してください。） 。 

⑵ 「独立部分の数」欄及び「共同住宅の床面積」欄は、その共同住宅全体の独立部分の数又は床面積を記

載します。 

⑶ 「独立部分の床面積」欄には、共同住宅内の各独立部分の面積のうち最も広い独立部分の面積と最も狭

い独立部分の面碩の双方を記載してください。 

⑷ 「独立部分3.3 ㎡当たりの取得価額」欄は、取得予定価額の記載となります。 

⑸ 「各棟ごとの敷地の明細」欄及び「各棟の敷地面積」欄については、１ 棟ごとの共同住宅の敷地となっ

ている土地の所在地及びその敷地面積を記載します。また、図面など具体的に各棟と敷地との位置関係を

表示したものを添付してください。 

３  この申請書の「２」欄の「(2) 新築又は取得に関する事項」欄は、原則として住宅金融公庫から受領した

「共同住宅の新築資金の融資確約書」・「適正家賃に係る証明書の発行同意書」又は農業共同組合等から受

領した「共同住宅の新築資金の融資確約書」に従って記載してください。 

なお、「融資条件の明細」欄には、当該融資に係る担保に関する予定を記載してください。 

４  この申請書を提出する前に、市又は区において、承認を受けて転用しようとする特例農地等が平成９年４

月１日において特定市街化区域農地等に該当する旨の証明書の交付を受け、この申請書に添付してください。

５ この承認申請書には、付表もありますのでご注意ください。 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

70 建築確認通知書の写し等の提出確約書 

 

44 建築確認通知書の写し等の提出確約書 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

75 貸付特例適用農地等（変更）届出書（貸付特例適用農地等に設定されている賃借権等が消滅した場合） 

 

49 貸付特例適用農地等（変更）届出書（貸付特例適用農地等に設定されている賃借権等が消滅した場合） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

79 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書 

 

53 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書 

 

 

 

一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書  
整 理簿 番号

 

 
 
 
                          〒 
 
 
                        住 所                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 

 

租税特別措置法         に規定する一時的道路用地等の用に供するために地

上権等の設定に基づき貸付けを行った下記特例農地等については同項の規定の適用を受け

たいので、租税特別措置法施行令         の規定により承認申請します。 

 
 
 

１ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸付けを行った特例農地等に

関する事項 

特例農地等のうち承認申請する一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等の

明細は、付表のとおりです。 

２ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸付けを行った特例農地等の

貸付けに関する事項 

貸付先（事業施行
者 ） の 名 称 

住
所 

 
名
称

 

貸付けを 
行った日 

平成   年   月   日 貸
付
期
間 貸付期限 平成   年   月   日 

地上権等の登記
の 有 無 

有   ・   無 

⑴ 
 一時的道
路用地等の
用に供する
ために地上
権等の設定
に基づき貸
し付けた特
例農地等に
関する事項 

賃 貸 料 の 金 額  円   ・   無償 

事 業 名  
⑵ 

一時的道路用地等に係る事業等
に関する事項 

使用目的  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等を自己

等の農業の用に供する予定年月日 

承認申請する一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等については、

平成   年   月   日までに自己等の農業の用に供する予定です。 

 
 
 

 

 

                                                （資 12－83－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

第70条の４第16項 
第70条の６第20項 

第40条の６第31項 
第40条の７第32項 

 

 

一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書 
整 理簿 番号

 

 
 
 
                          〒 
 
 
                        住 所                           
          税務署長殿 
                    申請者 
 
       年   月   日提出      氏 名             ○印  電話          
 

 

租税特別措置法         に規定する一時的道路用地等の用に供するために地

上権等の設定に基づき貸付けを行った下記特例農地等については同項の規定の適用を受け

たいので、租税特別措置法施行令         の規定により承認申請します。 

 
 
 

１ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸付けを行った特例農地等に

関する事項 

特例農地等のうち承認申請する一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等の

明細は、付表のとおりです。 

２ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸付けを行った特例農地等の

貸付けに関する事項 

貸付先（事業施行
者 ） の 名 称

住
所

 
名
称

 

貸付けを 
行った日 

平成   年   月   日 貸
付
期
間 貸付期限 平成   年   月   日 

地上権等の登記
の 有 無 

有   ・   無 

⑴ 
 一時的道
路用地等の
用に供する
ために地上
権等の設定
に基づき貸
し付けた特
例農地等に
関する事項 

賃 貸 料 の 金 額  円   ・   無償 

事 業 名  
⑵ 

一時的道路用地等に係る事業等
に関する事項 

使用目的  

３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等を自己

等の農業の用に供する予定年月日 

承認申請する一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等については、

平成   年   月   日までに自己等の農業の用に供する予定です。 

 
 
 

 

 

                                                （資 12－83－１－Ａ４統一） 

関与税理士 印 電話番号 
 

税 務 署 

受 付 印 

第70条の４第16項 
第70条の６第20項 

第40条の６第28項 
第40条の７第29項 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

79 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書（記載方法等） 

 

53 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書（記載方法等） 

 

 

（裏） 

記 載 方 法 等 

この申請書は、贈与税又は相続税の納税猶予の適用を受けている人が、納税猶予の適用を受けてい

る間に、納税猶予の適用を受けている農地、採草放牧地及び準農地（ 以下「特例農地等」といいます。）

の全部又は一部を一時的道路用地等（ 道路に関する事業、河川に関する事業、鉄道事業、その他これ

らの事業に準ずる事業として当該事業に係る主務大臣が認定したもののために一時的に使用する道路、

水路、鉄道その他の施設の用地で代替性のないものとして主務大臣が認定したものをいいます。） の

用に供するため地上権、賃借権又は使用貸借による権利（ 以下「地上権等」といいます。） の設定

若しくは土地収用法に基づく土地を使用する権利（ 土地収用法第101 条第2 項の規定に基づくものに

限ります。） に基づき貸付けを行った場合に、当該貸付けに係る期限の到来後遅滞なく当該一時的道

路用地等の用に供していた特例農地等を自己等の農業の用に供する見込みであることにつき税務署長

の承認を受ける場合に使用してください。 

なお、この申請書の提出期限は、その地上権等の設定に基づき貸付けを行った日から１ か月以内で

す。 

１ この申請書で贈与税について承認申請をするときは、本文中の「第70 条の６ 第20 項」と「第40 条

の７ 第32項」の文字を、相続税についての承認申請をするときは、「第70 条の４ 第16項」と「第

40 条の６ 第31項」の文字を二重線で抹消しください。 

２ ２(1) の「地上権等の登記の有無」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権

等の設定登記を行っている場合には「有」に、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」

の文字を○ で囲んでください。 

３ ２(1) の「賃貸料の金額」欄には、賃貸料の授受がある場合には、年間の賃貸料の金額（貸付期間

内の賃貸料を一括で受領した場合には、その総額） を記載し、賃貸料の授受がない場合には、無償

を○ で囲んでください。 

４ ２(2) の「使用目的」欄は、一時的道路用地等として貸し付けられる特例農地等の事業施行者の使

用目的を具体的に記載してください。 

５ 「３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等を自己

等の農業の用に供する予定年月日」欄には、承認申請を行う特例農地等の貸付期限到来後、自己等

の農業の用に供する予定年月日を記載してください。 

(注) 自己等の農業の用に供する予定年月日は、貸付期限の翌日から２か月以内の日に限られます。

６ この承認申請書には付表もありますのでご注意ください。 

７ この承認申請書には、次の書類を添付してください。 

(1) 承認の適用を受けようとする特例農地等について、主務大臣が一時的道路用地等に係る代替性

のない施設の用地として認定（ 当該一時的道路用地等に係る事業が道路に関する事業、河川に関

する事業及び鉄道事業以外のものである場合には、これらの事業に準ずる事業としての認定を含

みます。） を行ったことを証する書類 

(2) 一時的道路用地等に係る事業施行者との間の地上権等の設定に基づき農地等を一時的道路用地

等の用に供するために貸し付ける旨の契約書の写し（ その農地等を貸し付ける日及び貸付期限の

記載のあるものに限ります。） 又は土地収用法の規定に基づく裁決書で当該農地等を使用するた

めのものの写し若しくは収用委員会の勧告に基づく和解により作成された和解調書で当該農地等

を使用するためのものの写し 

 

 

 

（裏） 

記 載 方 法 等 

この申請書は、贈与税又は相続税の納税猶予の適用を受けている人が、納税猶予の適用を受けてい

る間に、納税猶予の適用を受けている農地、採草放牧地及び準農地（ 以下「特例農地等」といいます。）

の全部又は一部を一時的道路用地等（ 道路に関する事業、河川に関する事業、鉄道事業、その他これ

らの事業に準ずる事業として当該事業に係る主務大臣が認定したもののために一時的に使用する道路、

水路、鉄道その他の施設の用地で代替性のないものとして主務大臣が認定したものをいいます。） の

用に供するため地上権、賃借権又は使用貸借による権利（ 以下「地上権等」といいます。） の設定

若しくは土地収用法に基づく土地を使用する権利（ 土地収用法第101 条第2 項の規定に基づくものに

限ります。） に基づき貸付けを行った場合に、当該貸付けに係る期限の到来後遅滞なく当該一時的道

路用地等の用に供していた特例農地等を自己等の農業の用に供する見込みであることにつき税務署長

の承認を受ける場合に使用してください。 

なお、この申請書の提出期限は、その地上権等の設定に基づき貸付けを行った日から１ か月以内で

す。 

１ この申請書で贈与税について承認申請をするときは、本文中の「第70 条の６ 第20 項」と「第40 条

の７ 第29項」の文字を、相続税についての承認申請をするときは、「第70 条の４ 第16項」と「第

40 条の６ 第28項」の文字を二重線で抹消しください。 

２ ２(1) の「地上権等の登記の有無」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権

等の設定登記を行っている場合には「有」に、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」

の文字を○ で囲んでください。 

３ ２(1) の「賃貸料の金額」欄には、賃貸料の授受がある場合には、年間の賃貸料の金額（貸付期間

内の賃貸料を一括で受領した場合には、その総額） を記載し、賃貸料の授受がない場合には、無償

を○ で囲んでください。 

４ ２(2) の「使用目的」欄は、一時的道路用地等として貸し付けられる特例農地等の事業施行者の使

用目的を具体的に記載してください。 

５ 「３ 一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等を自己

等の農業の用に供する予定年月日」欄には、承認申請を行う特例農地等の貸付期限到来後、自己等

の農業の用に供する予定年月日を記載してください。 

(注) 自己等の農業の用に供する予定年月日は、貸付期限の翌日から２か月以内の日に限られます。

６ この承認申請書には付表もありますのでご注意ください。 

７ この承認申請書には、次の書類を添付してください。 

(1) 承認の適用を受けようとする特例農地等について、主務大臣が一時的道路用地等に係る代替性

のない施設の用地として認定（ 当該一時的道路用地等に係る事業が道路に関する事業、河川に関

する事業及び鉄道事業以外のものである場合には、これらの事業に準ずる事業としての認定を含

みます。） を行ったことを証する書類 

(2) 一時的道路用地等に係る事業施行者との間の地上権等の設定に基づき農地等を一時的道路用地

等の用に供するために貸し付ける旨の契約書の写し（ その農地等を貸し付ける日及び貸付期限の

記載のあるものに限ります。） 又は土地収用法の規定に基づく裁決書で当該農地等を使用するた

めのものの写し若しくは収用委員会の勧告に基づく和解により作成された和解調書で当該農地等

を使用するためのものの写し 

 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

80 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書 付表 

 

54 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書 付表 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

80 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書 付表（記載方法等） 

 

  

 

54 一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書 付表（記載方法等） 

 

 （裏） 

 記 載 方 法 等 

１ この付表は、「一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書」と一緒に提出してくださ

い。 

２ この付表は、次により記載してください。 

(1) 「２」欄は、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた贈与税

又は相続税の納税猶予の適用を受けている農地、採草放牧地及び準農地（ 以下「特例農地等」

といいます。） について、１ 筆ごとに、次によって記載してください。 

イ 「所在場所」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

ロ 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

ハ 「貸付け直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地のように具体的な利用

状況を記載してください。 

ニ 「面積」欄は、次によって記載してください。 

(ｲ) １ 筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の

計算書」又は相続税の申告書第12 表「納税猶予の適用を受ける特例農地等の明細書」に記

載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

(ﾛ) １ 筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶

予の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の

計算書」又は相続税の申告書第12 表「納税猶予の適用を受ける特例農地等の明細書」に記

載してあるその特例農地等の面積を上欄（ ） 内に記載し、一時的道路用地等として貸し付け

た部分の面積を下欄に記載してください。 

ホ  「地上権等の登記の有無」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権

等の設定登記を行っている場合には「有」に、地上権等の設定登記を行っていない場合には

「無」の文字を○ で囲んでください。 

(2) 贈与税についての承認申請をするときは、「２」下欄の文中の「第40条の７第33項」と「第23条

の８第17 項」の文字を、相続税についての承認申請をするときは、「第40条の６第32項」と「第

23条の７第22項」の文字を二重線で抹消してください。 

(3) 「３」欄は、承認を受けようとする特例農地等とともに同一事業施行者に対して、貸し付けた土

地等がある場合には、その明細を１ 筆ごとに、次によって記載してください。 

イ 「所在場所」及び「地目」欄は、(1) に準じて記載してください。 

ロ 「面積」欄は、その貸し付けた面積を記載してください。 

 

 

 （裏） 

 記 載 方 法 等 

１ この付表は、「一時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書」と一緒に提出してくださ

い。 

２ この付表は、次により記載してください。 

(1) 「２」欄は、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた贈与税

又は相続税の納税猶予の適用を受けている農地、採草放牧地及び準農地（ 以下「特例農地等」

といいます。） について、１ 筆ごとに、次によって記載してください。 

イ 「所在場所」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

ロ 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

ハ 「貸付け直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地のように具体的な利用

状況を記載してください。 

ニ 「面積」欄は、次によって記載してください。 

(ｲ) １ 筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予

の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の

計算書」又は相続税の申告書第12 表「納税猶予の適用を受ける特例農地等の明細書」に記

載してあるその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

(ﾛ) １ 筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶

予の適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の

計算書」又は相続税の申告書第12 表「納税猶予の適用を受ける特例農地等の明細書」に記

載してあるその特例農地等の面積を上欄（ ） 内に記載し、一時的道路用地等として貸し付け

た部分の面積を下欄に記載してください。 

ホ  「地上権等の登記の有無」欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権

等の設定登記を行っている場合には「有」に、地上権等の設定登記を行っていない場合には

「無」の文字を○ で囲んでください。 

(2) 贈与税についての承認申請をするときは、「２」下欄の文中の「第40条の７第30項」と「第23条

の８第17 項」の文字を、相続税についての承認申請をするときは、「第40条の６第29項」と「第

23条の７第22項」の文字を二重線で抹消してください。 

(3) 「３」欄は、承認を受けようとする特例農地等とともに同一事業施行者に対して、貸し付けた土

地等がある場合には、その明細を１ 筆ごとに、次によって記載してください。 

イ 「所在場所」及び「地目」欄は、(1) に準じて記載してください。 

ロ 「面積」欄は、その貸し付けた面積を記載してください。 

 

 



第８ 納税猶予関係 

改  正  後 改  正  前 

 

82 一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書 
 

 

56 一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書 
 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

82 一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書（記載方法等） 

 

56 一時的道路用地等としての貸付けに係る地上権等が消滅した旨の届出書（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

83 一時的道路用地等としての貸付けに係る貸付期間の延長届出書 

 

57 一時的道路用地等としての貸付けに係る貸付期間の延長届出書 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

83 一時的道路用地等としての貸付けに係る貸付期間の延長届出書（記載方法等） 

 

57 一時的道路用地等としての貸付けに係る貸付期間の延長届出書（記載方法等） 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

84 贈与税・相続税の納税猶予の免除届出書 

 

58 贈与税・相続税の納税猶予の免除届出書 

 



第８ 納税猶予関係 

 

改  正  後 改  正  前 

 

84 贈与税・相続税の納税猶予の免除届出書（記載方法等） 

 

58 贈与税・相続税の納税猶予の免除届出書（記載方法等） 

 


